
7-1_帳票要件_個人住民税
WT構成員意見欄

利用
区分
内/外

内部 1 事業所情報確認リスト 登録されている事業所の一覧

＜実装すべき出力条件＞
・特別徴収の有無
・休業
・除籍

実装すべ
き

実装すべ
き

— ②現状の対応状況…９社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）２社
一部又は全部の出力条件に未対応４社
理由未記載３社

③2025年までの実装
△製品C「休業、除籍については管理しなくても課税には影響なくこれまで弊社お客様から要望がなく実装すべき
機能として求められておらず過剰な要件であると考えられるため。」

△製品F「事業所一覧のEUCに対して、現年度の特徴課税有無を追加することは可能
休業・除籍は専用の管理項目として設定していない。メモ情報に「休業」「除籍」の文字が含まれているかとい
う判定であれば可能」

APPLICからの疑義事項No.1
『返戻有無、休業、除籍区分、除籍年月につ
いては、れまで弊社お客様から要望がなく実
装すべき機能として求められておらず過剰な
要件であると思われるため実装してもしなく
ても良い機能に移動するように検討をお願い
します。』

APPLICからの疑義事項No.43
『機能要件にも記載がありますが休業、除籍
については管理する必要性はないと思われ、
出力条件から削除した方がよいかと思われま
す。休業、除籍についてはこれまで弊社お客
様から要望はございません。』

⇒APPLICとのQA管理表No.307
『除籍区分や除籍年月などの詳細情報につい
てまでシステム管理するのではなく、総括表
等の作成の要・不要についてを事業所情報と
してシステム管理できれば運用上問題ないと
考えます。』

保留

【保留】
製品Cからの意見については、機能要件1.1.47.に関わる内
容であり実現性評価WTで構成員確認を実施しているため、
その確認結果を踏まえて本帳票要件についても検討する。

内部 2 年度切替処理チェックリスト
年度切替処理で基本情報等の確認が必要と判断
されたもののチェックリスト

実装すべ
き

実装すべ
き

新年度の台帳作成にかかる処理（1.1.1.、1.1.2.等）の結果の確認用に出力する。
当該処理の実施の際に併せて出力する。

②現状の対応状況…７社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）３社
理由未記載４社

③2025年までの実装
△製品E「「年度切替処理で基本情報等の確認が必要と判断された」の、判断条件が不明」
✕製品F「必要に応じて賦課期日宛名のEUCから、確認したい条件抽出を行って頂く運用を想定している」

APPLICからの疑義事項No.143
「基本情報等の確認が必要と判断されたも
の」について、どのような条件で抽出すべき
か標準仕様書に記載して頂きたい。

検討対象

【実現性評価】
現時点で未対応の事業者についても2025年までの実装は概
ね対応可能として回答されているため、本要件は変更無し
とします。

【疑義事項】
具体例をWTで確認いたします。
＜確認事項＞
基本情報等の確認が必要なケースについてご回答くださ
い。
ご回答いただいた内容を基に、帳票概要や要件の考え方理
由を補記します。

内部 3 遡り異動者一覧

賦課期日以前に遡った住記異動者の一覧
他団体課税及び課税漏れを確認する調査資料
住民記録情報の異動事由を任意に指定して、出
力する

＜実装すべき出力条件＞
・住民記録情報異動事由（機能：1.1.5.）

実装すべ
き

実装すべ
き

— ②現状の対応状況…７社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）１社
一部又は全部の出力条件に未対応４社
・住民記録情報の異動事由を任意に指定して、出力する
理由未記載２社

③2025年までの実装
△製品E「住民記録で抽出できるので、住民税システムとして同じ抽出機能が必要か？」
△製品F「運用上問題が無ければ除票区分での対応としたい」

―

現時点で未対応の事業者についても2025年までの実装は概
ね対応可能として回答されているため、本要件は変更無し
とします。

内部 4 配偶者未特定一覧 夫婦関係が特定できなかった者の一覧

＜実装すべき出力条件＞
以下の条件で夫婦関係が特定できなかった者
①昨年度配偶者設定あり新年度配偶者設定なし
②候補者が複数（子２人-子の妻1人の場合等）あり、不特定となる

実装すべ
き

実装すべ
き

条件に該当した対象者、配偶者、合致した条件を確認する。 ②現状の対応状況…９社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）５社
一部又は全部の出力条件に未対応１社
・①昨年度配偶者設定あり新年度配偶者設定なし
理由未記載３社

③2025年までの実装
△製品E「夫婦関係が特定できなかった者の一覧を作成した後の、業務内容が不明。」
✕製品F「現在の控配・配特チェック処理における「配偶者未特定」のエラー出力でも運用上は必要な機能は満た
していると思われるため」
△製品K「他社の申告支援システムの機能と組合せて充足する方針」

―

現時点で未対応の事業者についても2025年までの実装は概
ね対応可能として回答されているため、本要件は変更無し
とします。

外部 5 給与支払報告書（総括表）
特別徴収義務者に対して、当初課税前に送付す
る総括表

＜実装すべき出力条件＞
・退職者のみの事業所、廃業・休業中の事業所、及び電子媒体での提出
事業所以外の前年度給与支払報告書提出事業所
・給与支払報告書（総括表）の発送希望

＜実装してもしなくても良い出力条件＞
・給与支払報告書（個人明細書）の発送希望
・期中に特別徴収切替届出書を提出し、新規で指定番号を採番（給与支
払報告書の提出実績は無し）した事業所
・前々年に給与の支払がなく給与支払報告書がないが、前年度（６月～
12月）に特別徴収実績がある事業所
・事業所指定番号

実装すべ
き

実装すべ
き

専用紙

別途定義している帳票出力項目では、システム印字が必要な項目のみを定義している。
専用紙として印字済み（プレプリント）であることが前提の項目は、帳票出力項目として定義して
いない。

②現状の対応状況…１０社未対応
一部又は全部の出力条件に未対応４社
・退職者のみの事業所
・廃業・休業中の事業所
・電子媒体での提出事業所
（一社は、実装してもしなくても良い出力条件にすべて未対応と回答）

一部又は全部の出力項目（帳票印字項目）に未対応５社
・給与支払者の氏名又は名称（フリガナ）
・同上の所在地（フリガナ）
・報告人員
・通し番号
・事業者電話番号
・送付先
・提出期限

理由未記載１社

③2025年までの実装
△製品K…理由なし。

【その他】
製品Dより質問
「省令様式を利用する前提となりますが、給与支払報告書（総括表）のみ定義されており、郵送するための考慮
はされておりません。宛先の印字について、どのような整理をすれば標準準拠として扱われるかお示しくださ
い。」

APPLICからの疑義事項No.76
帳票要件No5の主な出力条件には実装すべき出
力条件として5点記載されていますが、機能要
件No1.2.1の抽出条件には実装すべき機能とし
て1点、実装してもしなくても良い機能として
4点記載されており、帳票要件と機能要件で不
整合が発生しています。

保留

【保留】
機能要件の確認結果の整理に合わせて修正します。

【その他】
（製品D質問について）
全体方針として、本帳票を含め、省令様式帳票の宛名は対
象外とする方針であることを確認しました。
また、省令様式は省令の中に添付され、標準仕様書からそ
ちらを参照する構成とすることで調整中です。
このため、印字項目より宛名に係る情報を削除とする対応
とします。
なお、レイアウトを標準仕様書で定義しないので、宛名に
関する記載はFAQとして整理する予定です。

内部 6 総括表発送対象リスト 総括表発送対象の事業所の確認用の帳票

＜実装すべき出力条件＞
・年度途中で異動届の提出などがあり特別徴収対象者がいる、前年度の
１月から５月までは特別徴収＝給与あり
・前々年退職者のみの事業所、廃業・休業中の事業所、及び電子媒体で
の提出事業所以外の前年度給与支払報告書提出事業所
・給与支払報告書（明細書）の出力希望
・送付が必要のない対象事業所を任意で指定できる。
・給与支払報告書（総括表）の発送希望

実装すべ
き

実装すべ
き

— ②現状の対応状況…６社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）２社
一部又は全部の出力条件に未対応３社
・＜実装すべき出力条件＞全てに未対応
理由未記載１社

③2025年までの実装
✕製品E「既存ユーザから要望が無い。」

―

現時点で未対応の事業者についても2025年までの実装は概
ね対応可能として回答されているため、本要件は変更無し
とします。

内部 7 総括表発送済リスト 総括表発送済みの事業所の確認用の帳票

＜出力項目＞
・事業所情報（事業所名・、所在地・及び送付先）
・給与支払報告書（総括表）枚数（事業所別及び合計）
・給与支払報告書（明細書）枚数（事業所別及び合計）

実装すべ
き

実装すべ
き

— ②現状の対応状況…８社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）３社
一部又は全部の出力項目に未対応１社
・給与支払報告書（明細書）の送付を管理する機能なし
理由未記載４社

【その他】
製品Dより質問
「総括表発送時に出力する帳票でしょうか。
出力項目の枚数について、給与支払報告書（総括表）分は必ず１枚となる理解ですが、枚数項目は必要でしょう
か。」

APPLICからの疑義事項No.91
総括表発送時に出力する帳票でしょうか。ま
た、出力項目について、給与支払報告書（総
括表）の枚数は必ず１枚となる理解ですが、
枚数項目は必要でしょうか。

報告

【実現性評価】
現時点で未対応の事業者についても2025年までの実装は対
応可能として回答されているため、本要件は変更無しとし
ます。

【疑義事項】
回答として以下を送付済みです。
ご認識の通り、総括表を発送した対象を確認するための一
覧です。
また、給与支払報告書（総括表）の出力項目について、枚
数は不要とします。
上記の通り、主な出力条件の記載から、以下を削除しま
す。
・給与支払報告書（総括表）枚数（事業所別及び合計）

内部 8 事業者情報比較リスト
｢eLTAX総括表の事業者情報」と｢宛名管理シス
テムに登録されている事業所情報」を比較する
ためのリスト

実装すべ
き

実装すべ
き

eLTAXで提出された総括表の情報と宛名情報を比較し、システムに登録済みの情報の更新が必要な対
象を確認するためのリスト。
誤送付の防止のために利用する。

②現状の対応状況…９社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）４社
理由未記載５社

③2025年までの実装
△製品E「他社の申告支援システムの機能と組合せて充足する方針」

―

現時点で未対応の事業者についても2025年までの実装は概
ね対応可能として回答されているため、本要件は変更無し
とします。

内部 9 給与支払報告書媒体提出事業所リスト
給与支払報告書を媒体で提出する特別徴収義務
者のリスト

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ②現状の対応状況…７社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）４社
・「媒体提出かどうかの出力条件がないため、レイアウトについて機能要件に伴い改修が必要。」
・「給与支払報告書を媒体で提出する事業所を管理していないため、該当帳票はありません。」
・「機能がない」
理由未記載２社
EUCで対応１社
・「冊番号を分けているため、EUCを使用して個人明細データから集計して頂いている」

③2025年までの実装
△製品K…理由なし

―

現時点で未対応の事業者についても2025年までの実装は概
ね対応可能として回答されているため、本要件は変更無し
とします。

※ご意見・疑義事項等がある場合にはこちらの列にてご記入く

ださい。
帳票概要（帳票の用途） 主な出力条件

用紙サイズ
（外部帳票）

通常版
限定機
能版
（仮

要件の考え方・理由備考
代替可否

（内部帳票）
No.

用紙
（外部帳票）

帳票名称

事務局記入
【実現性評価】

事業者からの回答集約

(※主だった意見でないものは省略しております。)

【APPLICからの疑義事項】
その他の検討すべき情報

【帳票WT　対応方針】【検討分類】
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利用
区分
内/外

※ご意見・疑義事項等がある場合にはこちらの列にてご記入く

ださい。
帳票概要（帳票の用途） 主な出力条件

用紙サイズ
（外部帳票）

通常版
限定機
能版
（仮

要件の考え方・理由備考
代替可否

（内部帳票）
No.

用紙
（外部帳票）

帳票名称

【実現性評価】
事業者からの回答集約

(※主だった意見でないものは省略しております。)

【APPLICからの疑義事項】
その他の検討すべき情報

【帳票WT　対応方針】【検討分類】

内部 10 新規特別徴収該当者提出事業所リスト

前年度以前にeLTAXで「従業員全員が普通徴
収」として給与支払報告書を提出した事業所
が、新年度になって初めて特別徴収該当者が含
まれた形で給与支払報告書を提出した事業所を
抽出したリスト

実装すべ
き

実装すべ
き

eLTAXの納税者ＩＤと特別徴収義務者指定番号が紐づかない事業所がないかを確認するためのリス
ト。
宛名登録がない事業所を確認し新規登録するための確認に利用する。

②現状の対応状況…９社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）６社
⇒本帳票以外での代替運用が可能との指摘あり。
・製品D「納税者IDと事業所の紐づけについて、オンライン画面上で確認することができるため、該当帳票はあり
ません」
・製品F「eLTAXの納税者ＩＤと特別徴収義務者指定番号が紐づかない事業所は、当初資料登録の画面等で事前に
確認可能」
・製品G「CSV出力のみ、帳票なし。
納税者IDと紐づかない事業所は「給報指定番号未特定リスト」で確認可能。」

理由未記載３社

③2025年までの実装
✕製品E「既存ユーザから要望が無い。」
✕製品F「想定されている確認処理自体は画面上から可能であるため」

―

現時点で未対応の事業者についても2025年までの実装は概
ね対応可能として回答されているため、本要件は変更無し
とします。

内部 11 eLTAX給与支払報告書提出事業所リスト
給与支払報告書をeLTAX経由で提出する特別徴
収義務者のリスト

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

—

内部 12 新規eLTAX給与支払報告書提出事業所リ
スト

新規でeLTAX給与支払報告書を提出した事業所
を抽出したリスト(納税者IDを新たに変更した
事業所も含む)

実装すべ
き

実装すべ
き

eLTAXの納税者ＩＤと特別徴収義務者指定番号が紐づかない事業所がないかを確認するためのリス
ト。
宛名登録がない事業所を確認し新規登録するための確認に利用する。

②現状の対応状況…８社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）６社
⇒本帳票以外での代替運用が可能との指摘あり。
・製品D「納税者IDと事業所の紐づけについて、オンライン画面上で確認することができるため、該当帳票はあり
ません」
・製品F「eLTAXの納税者ＩＤと特別徴収義務者指定番号が紐づかない事業所は、当初資料登録の画面等で事前に
確認可能」
・製品G「CSV出力のみ、帳票なし。
納税者IDと紐づかない事業所は「給報指定番号未特定リスト」で確認可能。」

理由未記載２社

③2025年までの実装
△製品K「他社の申告支援システムの機能と組合せて充足する方針」

―

現時点で未対応の事業者についても2025年までの実装は概
ね対応可能として回答されているため、本要件は変更無し
とします。

内部 13 社会保険料控除算定一覧 個人ごとの前年度の社会保険料の収納額の一覧
実装すべ

き
実装すべ

き
EUCで代替可

—

外部 14 確定申告参考資料（案内）
個人ごとの前年度の社会保険料を確定申告の参
考情報として通知するための案内文書

＜実装すべき出力条件＞
・前年度に確定申告の提出があったもの

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

専用紙（圧着は
がき）

前年度の社会保険料を通知することで、住民の正確な申告に寄与するもの。

外部 15 個人住民税申告書 当初課税前の送付用の住民税申告書

＜実装すべき出力条件＞
・上場株式等に係る所得の異なる課税方式に関連する対象者
・「前年住民税申告書提出有無」「前年度の優先資料が個人住民税申告
書であること」「所得種類」「更正事由」「転入・出時期」の指定（記
載済みの「前年度情報」の詳細化の認識）
・支援措置対象の設定有無
・年齢
・未申告者
・発送希望者
・生活保護の有無

＜実装してもしなくても良い出力条件＞
・前年度情報

＜除外条件＞
・前年度、確定申告提出者
・事業所・家屋敷課税対象者
・住登外課税者
・異動届より転勤・一括処理対象者
・死亡者
・現年課税取消分
・他団体課税者

実装すべ
き

実装すべ
き

専用紙

別途定義している帳票出力項目では、システム印字が必要な項目のみを定義している。
専用紙として印字済み（プレプリント）であることが前提の項目は、帳票出力項目として定義して
いない。

②現状の対応状況…９社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）１社
一部又は全部の出力条件に未対応５社
一部又は全部の出力項目（帳票印字項目）に未対応２社
・課税番号
・前年度課税情報
　　前年度の国民健康保険料・税の金額
　　前年度の後期高齢者医療保険料の金額
　　前年度の介護保険料の金額
　　前年度の本人該当区分(特障）
 　 前年度の本人該当区分(他障）
  　前年度の本人該当区分（寡婦控除）
  　前年度の本人該当区分（ひとり親控除）
  　前年度の本人該当区分（勤労学生控除）
  　前年度所得
・台帳番号
・通し番号
理由未記載１社

③2025年までの実装
△製品E「未対応の条件については、既存ユーザから要望が無い。」
△製品K…理由なし

―

現時点で未対応の事業者についても2025年までの実装は概
ね対応可能として回答されているため、本要件は変更無し
とします。

内部 16 申告書発送対象者リスト
申告書発送対象となっている個人の確認用の帳
票

＜実装すべき出力条件＞
・上場株式等に係る所得の異なる課税方式に関連する対象者
・前年度情報([前年住民税申告書提出有無」「前年度の優先資料が個人
住民税申告書であること」「所得種類」「更正事由」「転入・出時
期」）
・支援措置対象の設定有無
・年齢
・未申告者
・発送希望者
・生活保護の有無
＜除外条件＞
・前年度確定申告提出者
・事業所・家屋敷課税対象者
・住登外課税者
・異動届より転勤・一括処理対象者
・死亡者
・現年課税取消分
・他団体課税者

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ②現状の対応状況…７社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）２社
一部又は全部の出力条件に未対応４社
理由未記載１社

③2025年までの実装
△製品E「未対応の条件については、既存ユーザから要望が無い。」
△製品K…理由なし

APPLICからの疑義事項No.77
帳票要件No16の主な出力条件には実装すべき
出力条件として記載されていますが、機能要
件No1.3.1には実装してもしなくても良い機能
として記載されており、帳票要件と機能要件
で不整合が発生しています。

報告

【実現性評価】
現時点で未対応の事業者についても2025年までの実装は概
ね対応可能として回答されているため、本要件は変更無し
とします。

【疑義事項】
帳票要件に合わせ、機能要件を修正します。
※機能要件に対応方針として記載済です。

内部 17 申告書発送者リスト
住民税申告書を発送した人の一覧
発送済み対象者の確認用

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

—

外部 18 住民税申告勧奨通知
申告期限前に、住民税申告を期日までに実施い
ただくための案内通知

＜実装すべき出力条件＞
・住民税申告書の実装すべき出力条件と同じ

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

汎用紙

—

外部 19 簡易申告書

前年中に所得がない、前年中の所得が非課税所
得のみ又は前年中の所得の合計が各種控除の合
計額以下のものを対象に出力する帳票

＜実装すべき出力条件＞
・前年所得の有無
・前年所得が非課税のみ
・前年中の所得の合計が各種控除の合計額以下

＜実装してもしなくても良い出力条件＞
・一部未申告（営業・農業・不動産）及び完全未申告の別
（条件指定し、一覧・通知の出力が可能）

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

汎用紙

—

外部 20 申告特例不適用お知らせ文書

ふるさと納税による申告特例が不適用であった
ことをお知らせするための資料
現年含め８年分が出力可能であること

＜実装すべき出力条件＞
・賦課年度

実装すべ
き

実装すべ
き

汎用紙 A4縦

— ②現状の対応状況…１１社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）３社
一部又は全部の出力項目（帳票印字項目）に未対応３社
・公印
・寄付情報
・手続きに必要な書類の案内（２社未対応）
・所轄税務署名、連絡先（２社未対応）
・宛名番号
・発送番号
・注意書き
・文書番号
標準仕様書で定めるレイアウトに未対応１社
理由未記載２社
その他の意見２社
・製品F「当初課税時期において、申告特例通知の一覧と申告特例の適用状況を出力するEUCを使用し、任意文章
作成機能またはExcelによる差し込み印刷で対応して頂いている」
・製品G「類似機能のリスト作成機能有」

③2025年までの実装
△製品C「申告特例不適用お知らせ文書についてこれまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求めら
れておらず過剰な要件であると考えられるため。」
△製品E「出力形式が不明」
△製品F「標準化仕様の決定を踏まえ対応を検討予定」

APPLICからの疑義事項No.44
申告特例不適用お知らせ文書について、これ
まで弊社お客様から要望がなく実装すべき帳
票として求められておらず過剰な要件である
と思われるため実装してもしなくても良い帳
票に移動するように検討をお願いします。

APPLICからの疑義事項No.144
帳票レイアウトを標準仕様書に掲載して頂き
たい。

―

【実現性評価】
本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

【疑義事項】
（No.44）回答のみで対応済みです。
「弊社」とされていますが、APPLICとしての見解のご提示
をお願いできればと存じます。
頂戴したご意見については、実現性評価の内容も踏まえ検
討いたします。

（No.144）回答のみで対応済みです。
帳票レイアウトは提示済みです。
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利用
区分
内/外

※ご意見・疑義事項等がある場合にはこちらの列にてご記入く

ださい。
帳票概要（帳票の用途） 主な出力条件

用紙サイズ
（外部帳票）

通常版
限定機
能版
（仮

要件の考え方・理由備考
代替可否

（内部帳票）
No.

用紙
（外部帳票）

帳票名称

【実現性評価】
事業者からの回答集約

(※主だった意見でないものは省略しております。)

【APPLICからの疑義事項】
その他の検討すべき情報

【帳票WT　対応方針】【検討分類】

内部 21 申告特例不適用お知らせ一覧

ふるさと納税による申告特例が不適用であった
ことをお知らせするための資料を出力した対象
者の一覧
現年含め８年分が出力可能であること

＜実装すべき出力条件＞
・賦課年度

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ②現状の対応状況…７社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）３社
理由未記載２社
その他の意見２社
・製品F「当初課税時期において、申告特例通知の一覧と申告特例の適用状況を出力するEUCを使用し、任意文章
作成機能またはExcelによる差し込み印刷で対応して頂いている」
・製品G「類似機能のリスト作成機能有」

③2025年までの実装
△製品C「申告特例不適用お知らせ文書についてこれまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求めら
れておらず過剰な要件であると考えられるため。」
△製品E「お知らせ文書の対応予定による」
△製品F「保持データの関係上、過年度の対応が困難なため」
△製品K「他社の申告支援システムの機能と組合せて充足する方針」

―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

内部 22 同一人物確認リスト
個人の基本情報を基に同姓同名、生年月日性別
等を基にした同一人の確認用のリスト
現年含め８年分が出力可能であること

＜実装すべき出力条件＞
・賦課年度

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ②現状の対応状況…９社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）３社
・「機能がない」
一部又は全部の出力項目に未対応１社
・性別条件
理由未記載４社
その他の意見１社
・製品F「現年度のみ対応」

③2025年までの実装
△製品F「保持データの関係上、過年度の対応が困難なため」 ―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
現時点で未対応の事業者についても2025年までの実装は概
ね対応可能として回答されているため、本要件は変更無し
とします。

内部 23 普通徴収賦課５月退職対象確認リスト
普通徴収賦課時に特別徴収退職データのチェッ
クを行い、対象者を確認する帳票

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ②現状の対応状況…８社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）５社
・製品D「普通徴収分の納税通知書を作成する際に、作成時点で退職により特別徴収から普通徴収へ切り替わって
いる対象者を含めて作成するため、この機能は不要となる認識です。」
・製品K「機能がない」
理由未記載３社

③2025年までの実装
✕製品F「特普同時に例月課税データに移行し、退職者はそのまま特普異動をかけて頂く運用のためリストが不要
であるため」
△製品K…理由なし

報告

実現性評価の結果を踏まえ、「実装してもしなくても良
い」要件とします。

内部 24 職員分受給者更新結果確認表 受給者番号を更新した職員のリスト
実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

—

報告

191と重複する帳票であったため、削除します（191に統
合します）。

内部 25 当初課税資料確認一覧表
（事業所照会）

当初課税資料確認一覧表
（事業所照会）

＜出力項目＞
・氏名
・住所
・生年月日
・受給者番号
・事業所内一連番号

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

当初課税資料にかかる特別徴収義務者への確認が必要な対象者をリスト化したもの。 ②現状の対応状況…８社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）３社
一部又は全部の出力項目に未対応１社
理由未記載４社

③2025年までの実装
△製品C「当初課税資料確認一覧表（事業所照会）についてこれまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能と
して求められておらず過剰な要件であると考えられるため。」
△製品E「出力項目から何を事業所に確認するのか用途が不明」
△製品K「他社の申告支援システムの機能と組合せて充足する方針」

APPLICからの疑義事項No.145
「特別徴収義務者への確認が必要な対象者」
について、どのような条件で抽出すべきか標
準仕様書に記載して頂きたい。

検討対象

【実現性評価】
本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

【疑義事項】
具体的な条件をWTで確認します。
＜確認事項＞
特別徴収義務者への確認が必要な対象の抽出条件について
ご回答ください。
課税資料登録がある特別徴収義務者を全件抽出できれば良
い場合は、その旨ご回答ください。

外部 26 当初課税資料確認用文書
当初課税資料にかかる確認が必要な個人の課税
情報の照会用文書

実装すべ
き

実装すべ
き

汎用紙

本帳票については、印字項目・レイアウト策定の要否を含めて検討中。 ②現状の対応状況…7社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）３社
理由未記載４社

③2025年までの実装
△製品A「当要件にて、不明瞭なものがあるため。」
△製品C「当初課税資料確認一覧表（事業所照会）についてこれまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能と
して求められておらず過剰な要件であると考えられるため。」
△製品E「当初課税資料にかかる確認が必要かどうかを判断するための条件が不明」

APPLICからの疑義事項No.146
「当初課税資料にかかる確認が必要な個人」
について、どのような条件で抽出すべきか標
準仕様書に記載して頂きたい。

当初課税資料確認用文書について、「印字項
目・レイアウト策定の要否を含めて検討
中。」とはありますが、当初課税資料にかか
る確認とはどのような事務のことを想定され
ていますでしょうか。

検討対象

【実現性評価】
現時点で未対応の事業者についても2025年までの実装は概
ね対応可能として回答されているため、本要件は変更無し
とします。

【疑義事項】
具体的な条件をWTで確認します。
＜確認事項＞
当初課税資料にかかる確認が必要な対象の抽出条件につい
てご回答ください。
課税資料登録がある個人を全件抽出できれば良い場合は、
その旨ご回答ください。
また、出力が必要な項目を帳票概要に例示するため、出力
必須の項目についてご教示ください。

外部 27 他団体回送資料
自団体に課税権がなく、他団体への送付が必要
な資料の回送用文書（「回送先」「送付文書」
「送付資料」「事業所返送」）

実装すべ
き

実装すべ
き

汎用紙

同上 ③2025年までの実装

内部 28 回送資料一覧 回送用文書を出力した対象の一覧

＜出力項目＞
・資料種別
・資料番号
・氏名
・住所
・生年月日
・回送先情報（回送先団体名）

実装すべ
き

実装すべ
き

— ③2025年までの実装

外部 29 給与支払報告書_個票

システムで管理している給与支払報告書情報
（電子申告データ）を省令様式の給与支払報告
書に出力する
年度や追加・訂正分も記する

＜実装すべき出力条件＞
・特別徴収義務者
・納税義務者
・個人未特定

実装すべ
き

実装すべ
き

汎用紙

eLTAXや媒体経由で、電子データでの提出分の申告情報を省令様式で出力したもの。
回送や照会回答用に使用することを想定している。

③2025年までの実装

外部 30 公的年金等支払報告書_年金個票

システムで管理している公的年金等支払報告書
情報（電子申告データ）を省令様式の公的年金
等支払報告書に出力する
年度や追加・訂正分も記する

＜実装すべき出力条件＞
・特別徴収義務者
・納税義務者
・個人未特定

実装すべ
き

実装すべ
き

汎用紙

eLTAXや媒体経由で、電子データでの提出分の申告情報を省令様式で出力したもの。
回送や照会回答用に使用することを想定している。

③2025年までの実装

内部 31 （国税連携）イメージ印刷
課税情報を基に作成した、国税連携資料のイ
メージ化して出力する

＜実装すべき出力条件＞
・個人未特定

＜実装してもしなくても良い出力条件＞
・連絡不可（取消）データの受付番号と取込済みの確定申告書の受付番
号でマッチングした処理結果

実装すべ
き

実装すべ
き

代替不可

eLTAX（国税連携システム）経由で、電子データでの提出分の課税資料情報を出力したもの。
回送や照会回答用に使用することを想定している。

内部 32 住宅借入金等特別税額控除リスト
住宅借入金等特別税額控除があるもののリスト
控除額等の確認用資料

＜出力項目＞
・当該報告課税年度の適用人数
・市区町村民税分の控除額合計
・上記のうち震災特例分の額
・都道府県民税部分の控除額合計
・上記のうち震災特例分の額
・市区町村民税分と都道府県民税分の合計
・上記のうち震災特例分の額
・以上の報告事項のうち、前年中に居住開始した方の分の適用人数

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ②現状の対応状況…６社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）１社
一部又は全部の出力項目に未対応３社
・市区町村民税分の控除額合計
・上記のうち震災特例分の額
・都道府県民税部分の控除額合計
・上記のうち震災特例分の額
・市区町村民税分と都道府県民税分の合計
・上記のうち震災特例分の額
・以上の報告事項のうち、前年中に居住開始した方の分の適用人数
（震災特例分は３社とも未対応）

理由未記載２社

APPLICからの疑義事項No.147
帳票要件ではなくなってしまいますが、「震
災特例分の額」について、震災特例で「重複
適用の特例」を受ける場合の住宅借入金等特
別税額控除の計算方法を具体的な例を挙げて
標準仕様書に記載して頂きたい。
＜疑義事項の詳細確認結果＞
震災特例分と震災特例以外分が両方ある場合
に、内書きとしのて震災特例分の算出につい
て、法令上明確になっていない認識のため、
疑義として挙げさせていただいた次第です。

保留

【実現性評価】
現時点で未対応の事業者についても2025年までの実装は対
応可能として回答されているため、本要件は変更無しとし
ます。

【疑義事項】
保留

内部 33 分離譲渡・繰越控除リスト
分離譲渡所得があるもの及び繰越控除があるも
ののリスト
所得額及び控除額等の確認用資料

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ③2025年までの実装
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利用
区分
内/外

※ご意見・疑義事項等がある場合にはこちらの列にてご記入く

ださい。
帳票概要（帳票の用途） 主な出力条件

用紙サイズ
（外部帳票）

通常版
限定機
能版
（仮

要件の考え方・理由備考
代替可否

（内部帳票）
No.

用紙
（外部帳票）

帳票名称

【実現性評価】
事業者からの回答集約

(※主だった意見でないものは省略しております。)

【APPLICからの疑義事項】
その他の検討すべき情報

【帳票WT　対応方針】【検討分類】

内部 34 被扶養専従者特定不可リスト 被扶養専従者特定ができなかったもののリスト
＜出力項目＞
・前年度の徴収区分
・新年度の徴収区分

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ②現状の対応状況…７社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）２社
一部又は全部の出力項目に未対応３社
標準仕様書で定めるレイアウトに未対応１社
理由未記載１社

③2025年までの実装
△製品E「出力項目は対応可能。専従者の特定方法が不明。」
△製品K「他社の申告支援システムの機能と組合せて充足する方針」

―

現時点で未対応の事業者についても2025年までの実装は概
ね対応可能として回答されているため、本要件は変更無し
とします。

内部 35 扶養更新エラーリスト
扶養情報を更新したもののうち、エラーとなっ
た対象の一覧

＜出力項目＞
・エラー情報
・扶養削除
・追加
・内訳

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ②現状の対応状況…６社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）３社
理由未記載２社
その他１社
・製品E「エラーの条件が不明」

③2025年までの実装
△製品A「当要件にて、不明瞭なものがあるため。」
△製品E「エラーの条件が不明」
△製品K「他社の申告支援システムの機能と組合せて充足する方針」

APPLICからの疑義事項No.148
どのような条件でエラーの判定を行うのか標
準仕様書に記載して頂きたい。

検討対象

【実現性評価】
現時点で未対応の事業者についても2025年までの実装は概
ね対応可能として回答されているため、本要件は変更無し
とします。

【疑義事項】
具体的な条件をWTで確認します。
＜確認事項＞
業務上確認が必要なエラー条件についてご回答ください
（業務上確認が必要となる理由を含む）。
システムエラーの確認のみできれば良い場合はその旨ご回
答ください。なお、システムエラーは業務要件とは異な
り、WTでの検討対象外であるため、要件を削除します。
※システムエラー（システム処理／データの整合性上、許
されない処理・操作に対するエラー）

内部 36 当初特別徴収異動処理結果リスト

当初特別徴収異動処理の処理結果、２か年処理
（例：前年度の退職異動結果より、新年度の当
初から異動させておく処理）の一括処理結果を
出力するリスト

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

—

内部 37 控除対象配偶者、配偶者特別控除及び被
扶養者等チェックリスト

控除対象となるかの確認用のリスト
実装すべ

き
実装すべ

き
EUCで代替可

— ②現状の対応状況…６社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）３社
理由未記載２社
その他１社
・製品G「控除対象配偶者、被扶養者は「被扶養者合計所得基準額超リスト」で確認可能。配偶者特別控除は確認
不可。」

③2025年までの実装
△製品K「他社の申告支援システムの機能と組合せて充足する方針」

―

現時点で未対応の事業者についても2025年までの実装は概
ね対応可能として回答されているため、本要件は変更無し
とします。

内部 38 控除対象配偶者、配偶者特別控除及び被
扶養者等確認リスト

世帯内の控除対象配偶者関連・配偶者特別控除
関連・夫婦間の均等割関連及び扶養関連を
チェックして出力する

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ③2025年までの実装

報告

夫婦間の均等割制限は廃止されているため、本帳票は削
除いたします。

内部 39 死亡、転出、出国者及び消除者リスト
死亡、転出、出国者及び消除として登録されて
いる者の一覧

＜実装すべき出力条件＞
・死亡者
・転出者
・出国者
・消除者
・異動年月日（期間指定、前回出力からの差分及び更正処理結果（通知
書発送対象者））

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ②現状の対応状況…８社未対応
一部又は全部の出力項目に未対応５社
理由未記載３社

③2025年までの実装
✕製品E「随時実施する機能として作成してあるため、異動年月日（前回出力からの差分及び更正処理結果（通知
書発送対象者））の対応は困難です。」
△製品F「消除者については対応可能だが、出国者については住基・宛名のデータ保持の都合上、異動年月日での
抽出が困難なため」

検討対象

具体的な条件をWTで確認します。
以下の出力条件について、実装してもしなくても良い出力
条件に緩和することについてご意見をいただきたく思いま
す。

・出国者
・異動年月日（期間指定、前回出力からの差分及び更正処
理結果（通知書発送対象者））

内部 40 普通徴収賦課計算中止対象者リスト
普通徴収賦課時に併用徴収データのチェックを
行い、エラー分を表示する帳票

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ③2025年までの実装

外部 41 特別徴収納入書
地方税法に基づき確定した税額を特別徴収義務
者が納入するための納入書

＜実装すべき出力条件＞
・事業所
・例月処理により、新たに特別徴収義務が発生した事業所
・事業所の送付希望

＜実装してもしなくても良い出力条件＞
・非課税・課税の別
・均等割
・税額の印字の有無
・納期特例を承認した事業者（前期又は後期及び一括又は個別）

実装すべ
き

実装すべ
き

専用紙

本帳票は省令様式が規定されているが、実態として団体ごとの印字項目に差異があり、カスタマイ
ズの要因となっていることから、印字項目の検討を実施した。印字項目の検討結果を踏まえ、省令
様式（帳票レイアウト）の精査を予定している。
なお、別途定義している帳票印字項目では、システム印字が必要な項目のみを定義している。
専用紙として印字済み（プレプリント）であることが前提の項目は、帳票出力項目として定義して
いない。

③2025年までの実装

外部 42 特別徴収税額決定通知書（特別徴収義務
者用）

地方税法に基づき、決定した税額を特別徴収義
務者に対して通知するもの

＜実装すべき出力条件＞
・当初処理・更正処理

＜実装してもしなくても良い出力条件＞
・非課税の対象者
・即時処理での個別発行及び例月処理時の一括発行
・事業所の送付希望

＜除外条件＞
・全対象者が非課税の事業所に対する通知作成（出力の要否を選択す
る）
・一括発行前に、オンライン上で個別出力した帳票（除外した場合には
除外対象者のリスト（帳票）を出力すること）。

実装すべ
き

実装すべ
き

専用紙

同上 ②現状の対応状況…８社未対応
一部又は全部の出力条件に未対応５社
＜実装してもしなくても良い出力条件＞
・非課税の対象者
・即時処理での個別発行及び例月処理時の一括発行
・事業所の送付希望
＜除外条件＞
・全対象者が非課税の事業所に対する通知作成（出力の要否を選択する）
・一括発行前に、オンライン上で個別出力した帳票（除外した場合には除外対象者のリスト（帳票）を出力する
こと）。

一部又は全部の出力項目に未対応３社
・宛先／担当者宛名
・宛名番号
・仕分け区分
　事業所単位の通番
　事業所終了であることの表示
・通し番号
・住所（現住所のみ印字です。またDV対応はございません）
・備考

③2025年までの実装
△製品E「「全対象者が非課税の事業所に対する通知作成（出力の要否を選択する）」については、既存ユーザか
ら要望がない。」
△製品F「抽出プログラムの大幅な修正が必要となるため」

報告

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

除外条件のうち「全対象者が非課税の事業所に対する税
額通知書の作成について、作成対象から除外するを選択
できること。」を実装してもしなくても良い条件としま
す。

外部 43 特別徴収税額変更通知書（特別徴収義務
者用）

地方税法に基づき、更正・決定があった場合
に、特別徴収義務者に対して更正・決定内容を
通知するもの

＜実装すべき出力条件＞
・当初処理・更正処理

＜実装してもしなくても良い出力条件＞
・非課税の対象者
・即時処理での個別発行及び例月処理時の一括発行
・事業所の送付希望

＜除外条件＞
・全対象者が非課税の事業所に対する通知作成（出力の要否を選択す
る）
・一括発行前に、オンライン上で個別出力した帳票（除外した場合には
除外対象者のリスト（帳票）を出力すること）。

実装すべ
き

実装すべ
き

専用紙

同上 ②現状の対応状況…８社未対応
一部又は全部の出力条件に未対応５社
＜実装してもしなくても良い出力条件＞
・非課税の対象者
・即時処理での個別発行及び例月処理時の一括発行
・事業所の送付希望
＜除外条件＞
・全対象者が非課税の事業所に対する通知作成（出力の要否を選択する）
・一括発行前に、オンライン上で個別出力した帳票（除外した場合には除外対象者のリスト（帳票）を出力する
こと）。

一部又は全部の出力項目に未対応３社
・宛先／担当者宛名
・宛名番号
・仕分け区分
　事業所単位の通番
　事業所終了であることの表示
・通し番号
・住所（現住所のみ印字です。またDV対応はございません）
・備考

③2025年までの実装
△製品E「「全対象者が非課税の事業所に対する通知作成（出力の要否を選択する）」については、既存ユーザか
ら要望がない。」
△製品F「抽出プログラムの大幅な修正が必要となるため」

【その他】
製品Iより意見
「当初処理の記述がありますが、変更通知書のため、更正処理のみの認識です。」

報告

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

除外条件のうち「全対象者が非課税の事業所に対する税
額通知書の作成について、作成対象から除外するを選択
できること。」を実装してもしなくても良い条件としま
す。

外部 44 特別徴収税額決定通知書（納税義務者
用）

地方税法に基づき、決定した税額を納税義務者
に対して通知するもの

＜実装すべき出力条件＞
・当初処理・更正処理

＜実装してもしなくても良い出力条件＞
・非課税の対象者
・即時処理での個別発行及び例月処理時の一括発行
・事業所の送付希望

＜除外条件＞
・全対象者が非課税の事業所に対する通知作成
・一括発行前に、オンライン上で個別出力した帳票（除外した場合には
除外対象者のリスト（帳票）を出力すること）。
・税額等の変更がない更正処理による特別徴収税額決定通知書（納税義
務者用）は一括発行の対象外となること。ただし、転勤による変更又は
新規非課税事業所にも特別徴収通知を発行する。
・新規非課税者の特別徴収税額決定通知書（納税義務者用）は更正処理
に基づく一括発行の対象外となること。

実装すべ
き

実装すべ
き

専用紙（圧着用
紙）

同上 ②現状の対応状況…９社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）１社
・圧着用紙に未対応

一部又は全部の出力条件に未対応５社
⇒実装してもしなくても良い出力条件及び除外条件

一部又は全部の出力項目（帳票印字項目）に未対応３社
・照会番号
・通知日
・仕分け区分
 　事業所終了であることの表示
・摘要（寄附金控除や住宅控除は帳票CSVで保持しており印字調整可能ですが、その他情報は未対応です）
・住所（現住所のみ印字です。またDV対応はございません）

③2025年までの実装
△製品E「以下の場外条件については、既存ユーザから要望がない。
・全対象者が非課税の事業所に対する通知作成
・新規非課税者の特別徴収税額決定通知書（納税義務者用）は更正処理に基づく一括発行の対象外となるこ
と。」
△製品F「抽出プログラムの大幅な修正が必要となるため」

報告

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

除外条件のうち「全対象者が非課税の事業所に対する税
額通知書の作成について、作成対象から除外するを選択
できること。」を実装してもしなくても良い条件としま
す。
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利用
区分
内/外

※ご意見・疑義事項等がある場合にはこちらの列にてご記入く

ださい。
帳票概要（帳票の用途） 主な出力条件

用紙サイズ
（外部帳票）

通常版
限定機
能版
（仮

要件の考え方・理由備考
代替可否

（内部帳票）
No.

用紙
（外部帳票）

帳票名称

【実現性評価】
事業者からの回答集約

(※主だった意見でないものは省略しております。)

【APPLICからの疑義事項】
その他の検討すべき情報

【帳票WT　対応方針】【検討分類】

外部 45 特別徴収税額変更通知書（納税義務者
用）

地方税法に基づき、更正・決定があった場合
に、納税義務者に対して更正・決定内容を通知
するもの

＜実装すべき出力条件＞
・当初処理・更正処理

＜実装してもしなくても良い出力条件＞
・非課税の対象者
・即時処理での個別発行及び例月処理時の一括発行
・事業所の送付希望

＜除外条件＞
・全対象者が非課税の事業所に対する通知作成
・一括発行前に、オンライン上で個別出力した帳票（除外した場合には
除外対象者のリスト（帳票）を出力すること）。

実装すべ
き

実装すべ
き

専用紙（圧着用
紙）

同上 ②現状の対応状況…９社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）１社
・圧着用紙に未対応

一部又は全部の出力条件に未対応５社
⇒実装してもしなくても良い出力条件及び除外条件

一部又は全部の出力項目（帳票印字項目）に未対応３社
・照会番号
・通知日
・仕分け区分
 　事業所終了であることの表示
・摘要（寄附金控除や住宅控除は帳票CSVで保持しており印字調整可能ですが、その他情報は未対応です）
・住所（現住所のみ印字です。またDV対応はございません）

③2025年までの実装
△製品E「以下の場外条件については、既存ユーザから要望がない。
・全対象者が非課税の事業所に対する通知作成」
△製品F「抽出プログラムの大幅な修正が必要となるため」

【その他】
製品Iより意見
「当初処理の記述がありますが、変更通知書のため、更正処理のみの認識です。」

報告

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

除外条件のうち「全対象者が非課税の事業所に対する税
額通知書の作成について、作成対象から除外するを選択
できること。」を実装してもしなくても良い条件としま
す。

内部 46 特別徴収税額通知作成結果
特別徴収税額通知（当初・例月）の作成結果の
明細表

＜実装すべき出力条件＞
・紙通知（外部委託用データ含む）
・電子通知（eLTAX/・電子媒体）
＜出力項目＞
・支払者別の特別徴収税額通知（特別徴収義務者用）の作成枚数
・支払者別の特別徴収税額通知（納税者用）の作成枚数
・支払者別の納入書の作成枚数
・支払者別の特別徴収税額通知（特別徴収義務者用）の作成枚数内訳
（紙・電子）
・支払者別の特別徴収税額通知（納税者用）の作成枚数内訳（紙・電
子）

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ②現状の対応状況…８社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）１社
一部又は全部の出力条件に未対応１社
一部又は全部の出力項目に未対応１社
・支払者別の特別徴収税額通知（特別徴収義務者用）の作成枚数内訳（紙・電子）
・支払者別の特別徴収税額通知（納税者用）の作成枚数内訳（紙・電子）
標準仕様書で定めるレイアウトに未対応１社
理由未記載４社

③2025年までの実装
△製品A「当要件にて、不明瞭なものがあるため。」
△製品E「既存ユーザから要望が無い。」

―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

外部 47 通知書（事業所用eLTAX分）
eLTAX経由で特別徴収税額を通知した旨をお知
らせするための文書

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

汎用紙

—

内部 48 納税通知書発送者リスト
発送者のうち相続人代表者が設定されていない
ものを確認するために利用する納税通知書の発
送者のリスト

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ②現状の対応状況…６社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）３社
・製品C「死亡者についての確認ができず、レイアウトについて機能要件に伴い改修が必要。」
・製品G「発送者一覧に住民種別が出力されるため確認は可能。」
・製品I「出力対象の内死亡かつ納管人設定なし対象者の情報を出力するリストはございません。」
理由未記載２社

―

現時点で未対応の事業者についても2025年までの実装は対
応可能として回答されているため、本要件は変更無しとし
ます。

外部 49 納税通知書
地方税法に基づき、納税義務者に対して税額を
通知するもの

＜実装すべき出力条件＞
・当初処理・更正処理
・通知日
・分離課税に係る所得割分の対象者
・発送日

＜実装してもしなくても良い出力条件＞
・個別対応の事由

＜除外条件＞
・一括発行前に、オンライン上で個別出力した帳票（除外した場合には
除外対象者のリスト（帳票）を出力すること）。
・当初課税時だけでなく、随時更正時でも普通徴収税額に変更のなかっ
た場合は一括発行の対象外とできること（徴収方法の変更の場合は、普
徴税額が変わるため納通を発行できること。還付額が発生又は変更に
なった場合は発行できること）。
・新規非課税者の納税通知書は更正処理に基づく一括発行の対象外とで
きること。

実装すべ
き

実装すべ
き

専用紙

当初通知書、随時課税分通知書及び年
金特別徴収通知書を含む

本帳票は省令様式が規定されているが、実態として団体ごとの印字項目に差異があり、カスタマイ
ズの要因となっていることから、印字項目の検討を実施した。印字項目の検討結果を踏まえ、省令
様式（帳票レイアウト）の精査を予定している。
なお、別途定義している帳票印字項目では、システム印字が必要な項目のみを定義している。
専用紙として印字済み（プレプリント）であることが前提の項目は、帳票出力項目として定義して
いない。

②現状の対応状況９社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）１社
一部又は全部の出力条件に未対応４社
一部又は全部の出力項目に未対応３社
理由未記載１社

③2025年までの実装
△製品A「当要件にて、不明瞭なものがあるため。」
△製品E「実装してもしなくても良い出力条件は対応する予定なし。」
○製品I「対応予定ですが、大規模改修となります。特に・分離課税に係る所得割分の対象者を分割する要望は過
去頂いたことがありませんので、実装してもしなくても良い条件にすべきと考えています。」

【その他】
・製品Eより意見
「新規非課税者は通知書を印刷できない。」

報告

現時点で未対応の事業者についても2025年までの実装は概
ね対応可能として回答されているため、本要件は変更無し
とします。

なお、以下の出力条件については、機能要件でのご回答
の状況を踏まえ実装してもしなくても良い条件に緩和し
ます。
＜実装すべき出力条件＞
・分離課税に係る所得割分の対象者

除外条件の以下記載は、税額変更通知書の項目であるた
め削除します。
・新規非課税者の納税通知書は更正処理に基づく一括発
行の対象外とできること。

外部 50 税額変更通知書
地方税法に基づき、税額変更の必要が生じた場
合に、納税義務者に対して税額変更内容を通知
するもの

＜実装すべき出力条件＞
・当初処理・更正処理
・通知日
・分離課税に係る所得割分の対象者
・発送日

＜実装してもしなくても良い出力条件＞
・個別対応の事由

＜除外条件＞
・一括発行前に、オンライン上で個別出力した帳票（除外した場合には
除外対象者のリスト（帳票）を出力すること）。
・当初課税時だけでなく、随時更正時でも普通徴収税額に変更のなかっ
た場合は一括発行の対象外とできること（徴収方法の変更の場合は、普
徴税額が変わるため納通を発行できること。還付額が発生又は変更に
なった場合は発行できること）。
・新規非課税者の納税通知書は更正処理に基づく一括発行の対象外とで
きること。

実装すべ
き

実装すべ
き

専用紙

同上 ②現状の対応状況９社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）１社
一部又は全部の出力条件に未対応４社
一部又は全部の出力項目に未対応３社
理由未記載１社

③2025年までの実装
△製品A「当要件にて、不明瞭なものがあるため。」
△製品E「実装してもしなくても良い出力条件は対応する予定なし。」
△製品I「対応予定ですが、大規模改修となります。特に・分離課税に係る所得割分の対象者を分割する要望は過
去頂いたことがありませんので、実装してもしなくても良い条件にすべきと考えています。」

【その他】
・製品Eより意見
「新規非課税者は通知書を印刷できない。」

報告

現時点で未対応の事業者についても2025年までの実装は概
ね対応可能として回答されているため、本要件は変更無し
とします。

なお、以下の出力条件については、機能要件でのご回答
の状況を踏まえ実装してもしなくても良い条件に緩和し
ます。
＜実装すべき出力条件＞
・分離課税に係る所得割分の対象者

内部 51 税額変更決議資料

地方税法に基づき、税額変更を行う場合に、内
部で税額変更内容を決議するもの
徴収区分別に頭紙となる決議書の単票と、対象
者の一覧又は人数のサマリを出力する

実装すべ
き

実装すべ
き

代替不可

— ②現状の対応状況…７社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）６社
（未対応状況の内訳）
⇒徴収区分別に頭紙となる決議書の単票：３社未対応
⇒対象者の一覧又は人数のサマリを出力していない：６社未対応

理由未記載１社

③2025年までの実装
△製品C「税額変更決議資料についてこれまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず
過剰な要件であると考えられるため。」
△製品E「どのような情報を出力するのかが不明]

APPLICからの疑義事項No.45
頭紙となる決議書の単票が必要な理由が不明
です。これまで弊社お客様から要望がなく実
装すべき帳票として求められておらず過剰な
要件であると思われるため実装してもしなく
ても良い帳票に移動するように検討をお願い
します。

APPLICからの疑義事項No.149
帳票レイアウトを標準仕様書に掲載して頂き
たい。

検討対象

【実現性評価】
本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

【疑義事項】
（No.45）回答のみで対応済みです。
「弊社」とされていますが、APPLICとしての見解のご提示
をお願いできればと存じます。
頂戴したご意見については、実現性評価の内容も踏まえ検
討いたします。
※実現性評価の確認結果については上記の通りです。

（No.149）回答のみで対応済みです。
内部帳票については、標準仕様として帳票サンプルを作成
する想定はございません。
＜確認事項＞
決議資料として必要な要素（一覧表のみか、1枚目に決裁欄
を必要とするか等）についてご回答ください。

外部 52 納付書

地方税法に基づいて確定した税額の納税用の納
付書
詳細仕様（印字項目、収納チャネルへの対応
等）は、収納業務の帳票仕様に定義した通りと
する

＜実装すべき出力条件＞
・納税通知書の締切日（任意に指定）

＜実装してもしなくても良い出力条件＞
・年税一括納付済みかつ年税額減にもかかわらず、期割の端数調整のた
めに一部の期別に増があった該当者。

実装すべ
き

実装すべ
き

専用紙

— ③2025年までの実装

内部 53 年金特別徴収依頼　対象者リスト 年金特別徴収依頼の対象者リスト
実装すべ

き
実装すべ

き
EUCで代替可

—
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利用
区分
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※ご意見・疑義事項等がある場合にはこちらの列にてご記入く

ださい。
帳票概要（帳票の用途） 主な出力条件

用紙サイズ
（外部帳票）

通常版
限定機
能版
（仮

要件の考え方・理由備考
代替可否

（内部帳票）
No.

用紙
（外部帳票）

帳票名称

【実現性評価】
事業者からの回答集約

(※主だった意見でないものは省略しております。)

【APPLICからの疑義事項】
その他の検討すべき情報

【帳票WT　対応方針】【検討分類】

内部 54 ７月年金特別徴収チェックリスト

７月時点の年金特別徴収対象者のチェックリス
ト
年税額確定後、10月からの本徴収開始前に対応
が必要な対象を抽出したもの

＜実装すべき出力条件＞
・住登者以外で本年度本徴収10月に調定額がある対象者
・住登者で新年度特別徴収対象者情報(00通知)あり、賦課情報の年金特
別徴収対象区分が「非対象」になっている対象者
・新年度年金特別徴収の対象者で課税取消となっている対象者
・年金分税額＝本年度仮徴収４～８月の合計の対象者

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ②現状の対応状況７社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）２社
一部又は全部の出力条件に未対応２社
・製品D「実装すべき出力条件の一部においては、チェックリスト以外の部分でチェックを行っている場合があ
り、チェックリストとして準備していない条件があります。
例
・住登者以外で本年度本徴収10月に調定額がある対象者」
・製品F「00通知に対する年特対象区分、期月割を出力するEUCを提供しているため、必要に応じて確認に使用し
て頂いている」
理由未記載３社

③2025年までの実装
△製品C「７月年金特別徴収チェックリストについてこれまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求
められておらず過剰な要件であると考えられるため。」

―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

外部 55 年金特別徴収停止通知書
地方税法に基づき、決定した年金特別徴収の仮
徴収の停止を納税義務者に対して通知するもの

実装すべ
き

実装すべ
き

汎用紙

本帳票については、印字項目・レイアウト策定の要否を含めて検討中。 ③2025年までの実装

内部 56 年金特別徴収停止判定者リスト 年金特別徴収停止と判定した対象者のリスト
実装すべ

き
実装すべ

き
EUCで代替可

—

内部 57 年金特別徴収　「特別徴収対象者の通
知」取込結果集計表

eLTAX経由で取り込んだ、年金特別徴収「特別
徴収対象者の通知（00通知）」の義務者別の集
計表

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ②現状の対応状況７社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）２社
・製品F「システムに取り込んだ00通知については、ヘッダ・トレーラ情報を画面から確認可能なため」
一部又は全部の出力条件に未対応１社
理由未記載４社

③2025年までの実装
△製品C「システムにて「義務者別の集計表」を作成するのではなく、全体の取込結果から義務者を手集計すれば
よく義務者別に集計して帳票を作成する必要性はないと思われる。これまで弊社お客様から要望がなく実装すべ
き機能として求められておらず過剰な要件であると考えられるため。」
✕製品F「システムに取り込んだ00通知については、ヘッダ・トレーラ情報を画面から確認可能なため」

検討対象

＜確認事項＞
製品Fの意見を踏まえると、業務運用上、画面確認で足りる
場合には帳票要件としては、実装してもしなくても良い要
件に緩和させることも一案かと思われます。
本要件を「実装してもしなくても良い要件」に緩和しても
支障が無いか、WT構成員の皆様にご意見を頂戴したく思い
ます。

内部 58 【年金特別徴収定期】　税額変更対象者
一覧

年金特別徴収の税額変更対象者一覧
実装すべ

き
実装すべ

き
EUCで代替可

—

内部 59 年金特別徴収　特別徴収結果集計表
eLTAX経由で取り込んだ、年金特別徴収　「特
別徴収結果の通知（22通知）」データの義務者
別の集計表

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ③2025年までの実装

内部 60 住登外候補者住基地確認用一覧表
住登外の宛名に課税がなされている対象者につ
いて、住基地を確認する目的の一覧表

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

ｓ ②現状の対応状況６社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）２社
・製品A「【以下に未対応】住登外の情報を世帯情報で管理できていない。」
理由未記載４社

③2025年までの実装
△製品K「他社の申告支援システムの機能と組合せて充足する方針」

―

現時点で未対応の事業者についても2025年までの実装は概
ね対応可能として回答されているため、本要件は変更無し
とします。

内部 61 住登外登録対象者リスト
住登外課税登録対象者として、システムに登録
されている者のリスト

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ③2025年までの実装

外部 62 294-3通知
地方税法第294条第３項に基づき、他団体の長
に対して通知するもの

実装すべ
き

実装すべ
き

汎用紙

— ③2025年までの実装

検討対象

現時点で未対応の事業者についても2025年までの実装は対
応可能として回答されているため、実現性は確保できてお
ります。
しかしながら、紙媒体については実装してもしなくても良
い要件に緩和することも考えられます。
以下の点について、WT構成員の皆様のご意見を頂戴したく
思います。
＜確認事項＞
・紙媒体での出力が必要不可欠であるのか。
・本要件を実装してもしなくても良い要件にして支障が無
いか。（実態としては紙出力を実装せざるを得ない等あれ
ばご教示ください。）

内部 63 294-3通知発送者リスト
地方税法第294条第３項に基づき、他団体の長
に対して通知した対象者の一覧

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

原則は電子での通知を想定している
が、システム仕様上の理由で対象者の
住所コードを管理できていない場合な
ど、紙での出力は実装してもしなくて
も良いものとして想定している

— ③2025年までの実装

検討対象

現時点で未対応の事業者についても2025年までの実装は対
応可能として回答されているため、実現性は確保できてお
ります。
しかしながら、紙媒体については実装してもしなくても良
い要件に緩和することも考えられます。
以下の点について、WT構成員の皆様のご意見を頂戴したく
思います。
＜確認事項＞
・紙媒体での出力が必要不可欠であるのか。
・本要件を実装してもしなくても良い要件にして支障が無
いか。（実態としては紙出力を実装せざるを得ない等あれ
ばご教示ください。）

内部 64 税務署閲覧対象一覧

税務署調査が必要な対象者の一覧
税務署に提示する場合もあるため、対象の名前
及び住所のほか、確定申告データの内容を基
に、税務署台帳の番号及び税務署が振っている
整理番号等を出力する

＜出力項目＞
・税務署台帳の番号
・税務署が振っている整理番号
・氏名
・住所
・生年月日
・税務署調査内容

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ②現状の対応状況８社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）３社
理由未記載５社

③2025年までの実装
△製品C「税務署調査要否及び税務署調査内容について管理したいといった要望はこれまで弊社お客様から要望が
なく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えられるため。」 ―

現時点で未対応の事業者についても2025年までの実装は概
ね対応可能として回答されているため、本要件は変更無し
とします。

外部 65 非違事項連絡箋 税務署への非違事項の連絡箋
実装すべ

き
実装すべ

き
汎用紙

— ②現状の対応状況７社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）３社
一部又は全部の出力項目に未対応２社
理由未記載１社
その他意見１社

③2025年までの実装
△製品A「当要件にて、不明瞭なものがあるため。」
△製品K「他社の申告支援システムの機能と組合せて充足する方針」

【その他】
製品Iより意見
「実装はしておりますが、国税庁が電子化推奨しているため紙出力を実装すべきではないのではないでしょう
か。」

検討対象

現時点で未対応の事業者についても2025年までの実装は対
応可能として回答されているため、実現性は確保できてお
ります。
しかしながら、製品Iからの意見のとおり、紙媒体について
は実装してもしなくても良い要件に緩和することも考えら
れます。
以下の点について、WT構成員の皆様のご意見を頂戴したく
思います。
＜確認事項＞
・紙媒体での出力が必要不可欠であるのか。
・本要件を実装してもしなくても良い要件にして支障が無
いか。（実態としては紙出力を実装せざるを得ない等あれ
ばご教示ください。）

内部 66 税務署連絡せん対象者一覧表 税務署への非違事項の連絡箋の対象者一覧
実装すべ

き
実装すべ

き
EUCで代替可

原則は電子での通知を想定している
が、紙での出力は実装してもしなくて
も良いものとして想定している

— ②現状の対応状況６社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）４社
・製品E「電子での通知のみ対応」
・製品G「扶養是正情報を想定　税務署連絡箋（帳票）はNo.65で作成」
理由未記載１社
その他意見１社

③2025年までの実装
△製品A「当要件にて、不明瞭なものがあるため。」
△製品F「電子での通知のみ対応」
△製品K「他社の申告支援システムの機能と組合せて充足する方針」

【その他】
製品Iより意見
「No.65同様ですが、こちらは備考欄記載から、実装すべき帳票ではなく実装してもしなくても良い帳票の誤りか
と思いますがいかがでしょうか。」

検討対象

現時点で未対応の事業者についても2025年までの実装は対
応可能として回答されているため、実現性は確保できてお
ります。
しかしながら、製品Iからの意見のとおり、紙媒体について
は実装してもしなくても良い要件に緩和することも考えら
れます。
以下の点について、WT構成員の皆様のご意見を頂戴したく
思います。
＜確認事項＞
・紙媒体での出力が必要不可欠であるのか。
・本要件を実装してもしなくても良い要件にして支障が無
いか。（実態としては紙出力を実装せざるを得ない等あれ
ばご教示ください。）
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利用
区分
内/外

※ご意見・疑義事項等がある場合にはこちらの列にてご記入く

ださい。
帳票概要（帳票の用途） 主な出力条件

用紙サイズ
（外部帳票）

通常版
限定機
能版
（仮

要件の考え方・理由備考
代替可否

（内部帳票）
No.

用紙
（外部帳票）

帳票名称

【実現性評価】
事業者からの回答集約

(※主だった意見でないものは省略しております。)

【APPLICからの疑義事項】
その他の検討すべき情報

【帳票WT　対応方針】【検討分類】

外部 67 課税に係わる住所等について（照会・回
答）

納税義務者宛の本人の住所確認の照会文書
実装すべ

き
実装すべ

き
汎用紙

— ②現状の対応状況１０社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）４社
・製品F「不明者も現在は住基ネット等で確認可能と想定していたため」
一部又は全部の出力項目に未対応１社
理由未記載４社
その他意見１社

③2025年までの実装
△製品C「納税義務者宛の本人の住所確認の照会をしたいといった要望はこれまで弊社お客様から要望がなく実装
すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えられるため。」
△製品E「既存ユーザから要望が無いため、優先度は低くなります。」
△製品K「他社の申告支援システムの機能と組合せて充足する方針」

【その他】
製品Eより意見
「内容が分からない。住所を確認するために、その住所に文書を送るのか？該当者はどのような条件なのか？」

APPLICからの疑義事項No.46
納税義務者宛の本人の住所確認の照会文書に
ついて、これまで弊社お客様から要望がなく
実装すべき帳票として求められておらず過剰
な要件であると思われるため実装してもしな
くても良い帳票に移動するように検討をお願
いします。

APPLICからの疑義事項No.150
納税義務者宛の本人の住所を確認するため
に、その住所に文書を送るということでしょ
うか？また、該当者はどのような条件でしょ
うか？具体的な例を挙げて標準仕様書に記載
して頂きたい。

検討対象

【実現性評価】
本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

【疑義事項】
（No.46）回答のみで対応済みです。
「弊社」とされていますが、APPLICとしての見解のご提示
をお願いできればと存じます。
頂戴したご意見については、実現性評価の内容も踏まえ検
討いたします。
※実現性評価の確認結果については上記の通りです。

（No.150）具体的な条件をWTで確認します。
＜確認事項＞
納税義務者を対象とした本人特定のための調査について、
確認が必要な対象の抽出条件についてご回答ください。

外部 68 住登外扶養照会通知（照会） 他団体宛の扶養者の存在確認用の照会文書
実装すべ

き
実装すべ

き
汎用紙

本帳票については、印字項目・レイアウト策定の要否を含めて検討中。 ②現状の対応状況７社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）４社
・カスタマイズとして実装により対応している１社含む
・機能要件に伴いレイアウトの改修が必要と意見した１社含む
理由未記載３社

③2025年までの実装
△製品J「扶養親族の所得状況等について（照会･回答）が用途を兼ねる認識です。」
△製品K「他社の申告支援システムの機能と組合せて充足する方針」

【その他】
製品Dより意見
「「扶養者」と記載がある帳票については、「被扶養者」の誤りではないでしょうか。
他団体の扶養者の場合、照会元の自治体では課税権がないため、照会を行う目的がわかりません。」

APPLICからの疑義事項No.92
「扶養者」と記載がありますが、「被扶養
者」の誤りではないでしょうか。
他団体の扶養者の場合、照会元の自治体では
課税権がないため、照会を行う目的がわかり
ません。

報告

現時点で未対応の事業者についても2025年までの実装は概
ね対応可能として回答されているため、本要件は変更無し
とします。

【疑義事項】
「扶養者」を「扶養親族」に修正します。

外部 69 扶養調査に関する照会文書 納税義務者宛の扶養者の存在確認用の照会文書
実装すべ

き
実装すべ

き
汎用紙 A4縦

— ②現状の対応状況９社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）４社
一部又は全部の出力項目に未対応１社
理由未記載４社

③2025年までの実装
△製品K…理由なし

【その他】
製品Dより意見
「「扶養者」と記載がある帳票については、「被扶養者」の誤りではないでしょうか。
他団体の扶養者の場合、照会元の自治体では課税権がないため、照会を行う目的がわかりません。」

APPLICからの疑義事項No.92
「扶養者」と記載がありますが、「被扶養
者」の誤りではないでしょうか。
他団体の扶養者の場合、照会元の自治体では
課税権がないため、照会を行う目的がわかり
ません。

報告

現時点で未対応の事業者についても2025年までの実装は概
ね対応可能として回答されているため、本要件は変更無し
とします。

【疑義事項】
「扶養者」を「扶養親族」に修正します。

外部 70 扶養親族の状況について（照会）【事業
所】

事業所宛の扶養者の存在確認用の照会文書
被扶養者の特定でまだ未特定の者がいる申告主
で、優先資料が給与支払報告書で特別徴収指定
番号を持つものの事業所宛を出力する

実装すべ
き

実装すべ
き

汎用紙 A4縦

— ②現状の対応状況９社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）４社
一部又は全部の出力項目に未対応１社
理由未記載４社

③2025年までの実装
△製品C「事業所宛の扶養者の存在確認用の照会文書についてこれまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能
として求められておらず過剰な要件であると考えられるため。」

【その他】
製品Dより意見
「「扶養者」と記載がある帳票については、「被扶養者」の誤りではないでしょうか。
他団体の扶養者の場合、照会元の自治体では課税権がないため、照会を行う目的がわかりません。」

APPLICからの疑義事項No.47
事業所宛の扶養親族状況の照会文書につい
て、これまで弊社お客様から要望がなく実装
すべき帳票として求められておらず過剰な要
件であると思われるため実装してもしなくて
も良い帳票に移動するように検討をお願いし
ます。

APPLICからの疑義事項No.92
「扶養者」と記載がありますが、「被扶養
者」の誤りではないでしょうか。
他団体の扶養者の場合、照会元の自治体では
課税権がないため、照会を行う目的がわかり
ません。

報告

【実現性評価】
本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

【疑義事項】
（No.47）回答のみで対応済みです。
「弊社」とされていますが、APPLICとしての見解のご提示
をお願いできればと存じます。
頂戴したご意見については、実現性評価の内容も踏まえ検
討いたします。
※実現性評価の確認結果については上記の通りです。

（no.92）「扶養者」を「扶養親族」に修正します。

外部 71 扶養親族の所得状況等について（照会･
回答）

他団体宛の扶養者の所得確認用の照会文書
実装すべ

き
実装すべ

き
汎用紙 A4縦

— ②現状の対応状況７社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）２社
・カスタマイズとして実装により対応している１社含む
一部又は全部の出力項目に未対応３社
理由未記載２社

③2025年までの実装
△製品K…理由なし

【その他】
製品Dより意見
「「扶養者」と記載がある帳票については、「被扶養者」の誤りではないでしょうか。
他団体の扶養者の場合、照会元の自治体では課税権がないため、照会を行う目的がわかりません。」

APPLICからの疑義事項No.92
「扶養者」と記載がありますが、「被扶養
者」の誤りではないでしょうか。
他団体の扶養者の場合、照会元の自治体では
課税権がないため、照会を行う目的がわかり
ません。

報告

現時点で未対応の事業者についても2025年までの実装は概
ね対応可能として回答されているため、本要件は変更無し
とします。

【疑義事項】
「扶養者」を「扶養親族」に修正します。

外部 72 所得照会書（事業所・家屋敷課税者）
他団体宛の事業所・家屋敷課税対象者の所得確
認用の照会文書

実装すべ
き

実装すべ
き

汎用紙 A4縦

— ②現状の対応状況９社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）４社
・カスタマイズとして実装により対応している１社含む
一部又は全部の出力項目に未対応２社
理由未記載３社

③2025年までの実装
△製品K…理由なし

APPLICからの疑義事項No.93
情報照会の事務手続きがありますが、帳票に
ついても必要でしょうか。

―

現時点で未対応の事業者についても2025年までの実装は概
ね対応可能として回答されているため、本要件は変更無し
とします。

【疑義事項】
回答のみとして以下を送付済みです。

情報提供ネットワークシステムで応答不可に設定されてい
る場合やエラーとなる場合、マイナンバーが不明な場合な
ど、業務上、一定の頻度で紙が必要となるケースが発生す
ることを踏まえ、要件化しています。

内部 73 未申告対象者リスト 期限内に申告がないもののリスト
＜実装してもしなくても良い出力条件＞
・国外に出国していると過去に申告があった者の出国期間

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

—

外部 74 未申告案内通知書（催告書）
期限内に申告がないものに対して申告を催告す
る書面

＜実装してもしなくても良い出力条件＞
・前年度情報
・年齢
・未申告者
・発送希望者
・生活保護の有無
・一部未申告（営業・農業・不動産）及び完全未申告の別
（条件指定し、一覧・通知の出力が可能）

実装すべ
き

実装すべ
き

汎用紙

本帳票については、印字項目・レイアウト策定の要否を含めて検討中。 ②現状の対応状況９社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）３社
一部又は全部の出力条件に未対応３社
理由未記載３社

③2025年までの実装
△製品A「「要件の考え方・理由」に検討中とあるため。」
△製品C「未申告案内通知書（催告書）についてこれまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求めら
れておらず過剰な要件であると考えられるため。」

APPLICからの疑義事項No.48
未申告案内通知書（催告書）について、これ
まで弊社お客様から要望がなく実装すべき帳
票として求められておらず過剰な要件である
と思われるため実装してもしなくても良い帳
票に移動するように検討をお願いします。

―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

【疑義事項】
回答のみで対応済みです。

「弊社」とされていますが、APPLICとしての見解のご提示
をお願いできればと存じます。
頂戴したご意見については、実現性評価の内容も踏まえ検
討いたします。
※実現性評価の確認結果については上記の通りです。

外部 75 未申告通知書（法定調書_給与支払報告
書）

期限内に給与支払報告書の提出がないものに対
して催告する書面

実装すべ
き

実装すべ
き

汎用紙

同上 ②現状の対応状況８社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）３社
理由未記載５社

③2025年までの実装
△製品C「未申告通知書（法定調書_給与支払報告書）についてこれまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機
能として求められておらず過剰な要件であると考えられるため。」
△製品E「総括表を発送して給報が提出されていない事業所は抽出可。通知書の出力については、既存ユーザから
要望がない。」

APPLICからの疑義事項No.49
未申告通知書（法定調書_給与支払報告書）に
ついて、これまで弊社お客様から要望がなく
実装すべき帳票として求められておらず過剰
な要件であると思われるため実装してもしな
くても良い帳票に移動するように検討をお願
いします。

APPLICからの疑義事項No.175
事業所への未申告通知は前年実績に基づき判
定されると思われるため、機能要件5.1.6より
任意実装の帳票に該当すると思われる。

検討対象

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

【疑義事項】
（No.49）回答のみで対応済みです。
「弊社」とされていますが、APPLICとしての見解のご提示
をお願いできればと存じます。
頂戴したご意見については、実現性評価の内容も踏まえ検
討いたします。
※実現性評価の確認結果については上記の通りです。

（No.175）機能及び帳票の必要性について、WTで確認し
ます。
＜確認事項＞
APPLICご意見の通り、実装してもしなくても良い帳票とし
て問題がないか、ご回答ください。
また、システムからの出力を必須とすべき業務上の理由が
ある場合は具体的にご回答ください。
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利用
区分
内/外

※ご意見・疑義事項等がある場合にはこちらの列にてご記入く

ださい。
帳票概要（帳票の用途） 主な出力条件

用紙サイズ
（外部帳票）

通常版
限定機
能版
（仮

要件の考え方・理由備考
代替可否

（内部帳票）
No.

用紙
（外部帳票）

帳票名称

【実現性評価】
事業者からの回答集約

(※主だった意見でないものは省略しております。)

【APPLICからの疑義事項】
その他の検討すべき情報

【帳票WT　対応方針】【検討分類】

外部 76 未申告通知書（法定調書_本人）
期限内に申告がないものに対して申告を催告す
る書面

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

汎用紙

— APPLICからの疑義事項No.78
帳票要件No76「未申告通知書（法定調書_本
人）」と帳票要件No74「未申告案内通知書
（催告書）」の帳票概要が全く同じ内容に
なっています。未申告通知書（法定調書_本
人）はどういった運用を想定した帳票でしょ
うか。

検討対象

＜確認事項＞
帳票No.74、76それぞれで想定する用途や運用についてご回
答ください。回答を集約し、帳票概要に記載いたします。

外部 77 未申告明細（法定調書_本人）
期限内に申告がないものに対して申告を催告す
る書面（支払いの明細）

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

汎用紙

—

内部 78 催告用住民税申告書発送者リスト

期限内に申告がないものに対して申告を催告す
る書面の発送リスト
実際に申告の催告書（未申告通知書）を出力し
た対象者の一覧

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ③2025年までの実装

内部 79 年金特別徴収入金確認表
年金特別徴収にて徴収された金額を入金者、収
納日及び領収日毎に集計したもの

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

—

内部 80 異動者リスト

指定範囲内で異動のあった対象データの帳票出
力制御に関連するデータの一覧
異動前の情報と異動後の情報を印字し、比較し
て確認する

＜実装すべき出力条件＞
・異動年月日（期間指定）

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— APPLICからの疑義事項No.151
現在、異動後だけでもA4の紙に2人分しか印字
できていない状況です。どのような様式を想
定しているのか帳票レイアウトを標準仕様書
に掲載して頂きたい。

検討対象

回答のみとして以下を送付済み
内部帳票については、標準仕様として帳票サンプルを作成
する想定はございません。
ただし、確認資料として必要な要素については確認いたし
ます。

＜確認事項＞
異動前後の情報として確認が必要な要素をご回答くださ
い。

内部 81 当初課税・更正処理件数集計表 当初課税及び更正処理の件数を集計したもの
実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

—+M85:AA85

内部 82 調定表

現年分及び過年分、所得税割及び均等割並びに
市区町村民税及び都道府県民税等の調定情報
集計対象とする異動事由を任意に選択できる

＜実装すべき出力条件＞
・課税年度（現年度、過年度（年度単位）並びに現年度及び過年度（年
度単位））
・調定年度
・徴収区分（普通徴収（年金含む）、普通徴収（年金含まない）、普通
徴収（年金のみ）、特別徴収（年金含む）、特別徴収（年金含まな
い）、特別徴収（年金のみ）及び全体分）
・特別徴収の課税年度及び調定年度（特別徴収・前年度課税当該年度調
定分、特別徴収・当該年度課税当該年度調定分及び特別徴収当該年度課
税分翌年度調定分）
・異動分のみ

＜出力項目＞
・市区町村民税・都道府県民税
・均等割・所得割
・前月分、今月増分、今月減分、今月増減及び累計の額と件数
・異動事由（課税取消分、新規課税分、給与特別徴収から普通徴収への
切替分、普通徴収から給与特別徴収への切替分、年金特別徴収から普通
徴収への切替分、減免分及び退職分離分）ごとの額と件数
・調定年度
・課税年度
・徴収区分
・期別毎の額と件数

※併用徴収については以下の取り扱いとする。
【件数】
・該当する徴収区分ごとに1１件として計上する（重複して計上）。
・均等割の件数については、重複しないよう計上する。
【額】
・該当する徴収区分ごとに振り分けて計上する(重複しない)。

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ②現状の対応状況１０社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）３社
一部又は全部の出力条件・出力項目に未対応６社
理由未記載１社

③2025年までの実装
△製品C「「帳票概要（帳票の用途）」「主な出力条件」に該当する帳票はない。EUCでも一度に条件を満たすよ
うな抽出はできず、複数手順が必要となる。「帳票概要（帳票の用途）」「主な出力条件」を満たす帳票を作成
するのは難易度が高く改修規模が大きい。」
△製品E「併徴の計算に併せて対応。」
△製品F「集計プログラムの改修が必要となるため、大幅な改修は困難である」

検討対象

「帳票概要（帳票の用途）」「主な出力条件」について緩
和すべきとの意見を受けております。
以下の点について、WT構成員にご教示いただきたく思いま
す。
＜確認事項＞
・帳票概要及び出力条件について、現行の業務運用を継続
確保するために必要不可欠な部分
・その他、ご意見。

内部 83 異動調定一覧表
指定した期間内に調定異動があった対象者の課
税情報を出力した一覧

＜実装すべき出力条件＞
・異動年月日（期間指定）
＜出力項目＞
・税額計算結果
・減免額
・既納付額
・差引額

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ②現状の対応状況８社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）４社
・製品D「調定額を基準として集計する機能はありますが、課税情報を出力する帳票はありません。」
一部又は全部の出力項目に未対応１社
・減免額
・期納付額
・差引額
理由未記載３社

③2025年までの実装
△製品C「異動調定一覧表についてこれまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過
剰な要件であると考えられるため。」
✕製品F「特に期納付額、差引額については、収納状況と突合する必要があり、負荷的に困難である」

―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

内部 84 賦課状況報告書（月間比較表）

税額及び人員を、均等割、所得割、退職分離分
及び歳入年度の別に集計し、前月との比較（現
年度のみ、過年度のみ並びに現年度及び過年度
の合計）するための資料
都道府県、市町村及び特別区の別に集計する

＜実装すべき出力条件＞
・課税年度（現年度、過年度（年度単位）並びに現年度及び過年度）
・集計基準月
＜出力項目＞
・税額（均等割・所得割・退職分離分・歳入年度）の集計（基準月、前
月及び差分別に集計）
・人数（均等割・所得割・退職分離分・歳入年度）の集計（基準月、前
月及び差分別に集計）

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ②現状の対応状況８社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）３社
・一部の自治体に導入した製品に限り対応している趣旨の回答も確認できている。
理由未記載４社

③2025年までの実装
△製品C「賦課状況報告書（月間比較表）についてこれまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求め
られておらず過剰な要件であると考えられるため。」

APPLICからの疑義事項No.152
都道府県ごとに個別処理とならないように、様
式、集計方法等を標準仕様書に記載して頂きた
い。

―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

【疑義事項】
回答のみとして以下を送付済み。

本帳票は内部帳票であり、報告資料を想定したものではご
ざいません。
都道府県への報告については、仕様書本編の、「第３章機
能要件　３－１機能要件全般に関する事項　（５）都道府
県への報告等に係る要件」に記載の整理となります。

内部 85 賦課状況報告書（前年度比較表）
金額及び人員を、市区町村民税及び都道府県民
税並びに特別徴収及び普通徴収の別に集計し、
前年度との比較するための資料

＜実装すべき出力条件＞
・課税年度
＜出力項目＞
・税額（市区町村民税・都道府県民税及び特別徴収・普通徴収）の集計
（指定した課税年度及び前年度の別に集計）
・人数（市区町村民税・都道府県民税及び特別徴収・普通徴収）の集計
（指定した課税年度及び前年度の別に集計）

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ②現状の対応状況８社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）３社
・「全体が記載されている調定表があるため、それぞれ比較して頂く」
理由未記載５社

③2025年までの実装
△製品C「賦課状況報告書（前年度比較表）についてこれまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求
められておらず過剰な要件であると考えられるため。」
✕製品F「現在出力している資料でも運用可能と思われるため」

APPLICからの疑義事項No.153
都道府県ごとに個別処理とならないように、
様式、集計方法等を標準仕様書に記載して頂
きたい。

―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

【疑義事項】
回答のみとして以下を送付済み。

本帳票は内部帳票であり、報告資料を想定したものではご
ざいません。
都道府県への報告については、仕様書本編の、「第３章機
能要件　３－１機能要件全般に関する事項　（５）都道府
県への報告等に係る要件」に記載の整理となります。

内部 86 賦課状況報告書 増減対象者一覧
指定した期間内に税額の増減が発生した対象者
の一覧

＜実装すべき出力条件＞
・異動年月日（期間指定）

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ②現状の対応状況６社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）２社
理由未記載４社

③2025年までの実装
△製品C「賦課状況報告書 増減対象者一覧についてこれまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求
められておらず過剰な要件であると考えられるため。」

APPLICからの疑義事項No.154
都道府県ごとに個別処理とならないように、
様式、集計方法等を標準仕様書に記載して頂
きたい。

―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

【疑義事項】
回答のみとして以下を送付済み。

本帳票は内部帳票であり、報告資料を想定したものではご
ざいません。
都道府県への報告については、仕様書本編の、「第３章機
能要件　３－１機能要件全般に関する事項　（５）都道府
県への報告等に係る要件」に記載の整理となります。

内部 87 異動全件リスト
指定した期間内に異動登録のあった対象者の全
件リスト

＜実装すべき出力条件＞
・異動年月日（期間指定）

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

—

内部 88 調定額試算帳票 翌年度の調定額のシミュレーション結果
＜実装すべき出力条件＞
・調定年度

実装すべ
き

実装すべ
き

— ③2025年までの実装 APPLICからの疑義事項No.79
帳票要件No88は実装すべき機能として記載さ
れていますが、機能要件6.1.4は実装してもし
なくても良い機能として記載されており、帳
票要件と機能要件で不整合が発生していま
す。 報告

機能要件に合わせ、帳票要件を修正します。

内部 89 分離譲渡に係る税額集計表 分離課税譲渡分の税額集計表
＜実装すべき出力条件＞
・調定年度

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— APPLICからの疑義事項No.94
集計対象者を明確にできないでしょうか。例
えば所得割の単位として、市区町村民税、都
道府県税の所得割を集計することが目的で
しょうか。

検討対象

＜確認事項＞
左記のAPPLICご意見を踏まえ、業務上確認が必要となる集
計単位についてご回答ください。

内部 90 特別徴収還付対象者リスト
地方税法に基づく更正処理等の結果、特別徴収
税額の還付が生じたものの一覧

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

—

8／18



利用
区分
内/外

※ご意見・疑義事項等がある場合にはこちらの列にてご記入く

ださい。
帳票概要（帳票の用途） 主な出力条件

用紙サイズ
（外部帳票）

通常版
限定機
能版
（仮

要件の考え方・理由備考
代替可否

（内部帳票）
No.

用紙
（外部帳票）

帳票名称

【実現性評価】
事業者からの回答集約

(※主だった意見でないものは省略しております。)

【APPLICからの疑義事項】
その他の検討すべき情報

【帳票WT　対応方針】【検討分類】

内部 91 特別徴収過年度減額者一覧
地方税法に基づく更正処理等の結果、過年度の
特別徴収税額が減額となったものの納税義務者
別一覧

＜出力項目＞
・調定額
・税額変更事由

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ②現状の対応状況８社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）３社
・「税額変更事由出力などのカスタマイズが必要」
一部又は全部の出力条件に未対応１社
・税額変更事由
理由未記載４社

③2025年までの実装
△製品C「特別徴収過年度減額者一覧についてこれまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められ
ておらず過剰な要件であると考えられるため。」

【その他】
製品Dより意見（製品Dは②現在の対応状況〇と回答）
「特別徴収過年度減額に絞った、帳票はありません。」
「実装すべき機能として、利用する場面や目的を具体化できないでしょうか。」

APPLICからの疑義事項No.95
実装すべき機能として利用する場面や目的を
ご教示ください。
＜疑義事項の詳細確認結果＞
帳票要件の「要件の考え方・理由」に「特別
徴収の還付処理の際は、特徴義務者（事業
所）に還付するか納税義務者に還付するか確
認する用途で利用する帳票」等の要件化され
た背景を記載いただくことで、帳票の用途が
明確になると考えております。 報告

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

【疑義事項】
APPLICご意見の通り、要件の考え方理由に補記します。

内部 92 控除不足対象者リスト
配当割額・株式等譲渡所得割額控除額に係る控
除不足額が生じた対象者の一覧

＜出力項目＞
・配当割額・株式等譲渡所得割額控除額
・所得割額（控除前・後）
・控除不足額
・均等割額
・充当額
・還付金額

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

—

外部 93 配当割額・株式等譲渡所得割額　充当額
通知書

納税通知書の出力されないもの（給与特別徴収
対象者）を対象に、配当割額・株式等譲渡所得
割額にかかる充当処理した者に対する充当額の
通知
普通徴収対象者は、納税通知書様式を利用する

実装すべ
き

実装すべ
き

汎用紙

本帳票については、印字項目・レイアウト策定の要否を含めて検討中。 ②現状の対応状況８社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）５社
・製品D「給与特別徴収対象者が充当額を差引後に0となる場合でも納税通知を出力する仕様のため、充当額通知
の機能は実装していません。」
・製品G「特徴、普徴とも当初分のみ特徴税通、普徴納通が作成されるが、異動分は月割額、期割額が発生しない
と帳票が作成されない。」

理由未記載２社

③2025年までの実装
△製品C「配当割額・株式等譲渡所得割額　充当額通知書についてこれまで弊社お客様から要望がなく実装すべき
機能として求められておらず過剰な要件であると考えられるため。」
△製品I「No.95と類似帳票のため、実現性評価調査様式⑤にて確認しております。」

【その他】
製品Dより意見
「弊社のように納税通知書で運用ができる場合、充当額通知を実装すべき機能として構築は不要となる認識で
す。」

APPLICからの疑義事項No.50
配当割額・株式等譲渡所得割額　充当額通知
書は弊社システムには無く、標準化対象とし
て一般的ではないかと思います。これまで弊
社お客様から要望がなく実装すべき帳票とし
て求められておらず過剰な要件であると思わ
れるため実装してもしなくても良い帳票に移
動するように検討をお願いします。

検討対象

＜確認事項＞
製品Dの意見を踏まえ、本帳票の送付対象者（給与特別徴収
対象者）にも普通徴収の納税通知書を使用することで問題
がないかWT構成員に確認したく思います。その場合、本帳
票は実装してもしなくても良い帳票へと緩和いたします。

【疑義事項】
回答のみで対応済みです。
「弊社」とされていますが、APPLICとしての見解のご提示
をお願いできればと存じます。
頂戴したご意見については、実現性評価の内容も踏まえ検
討いたします。
※実現性評価の確認結果については上記の通りです。

内部 94 配当割額・株式等譲渡所得割額　充当額
通知書発送者リスト

配当割額・株式等譲渡所得割額に係る充当処理
した者に対する充当額の通知の発送者リスト

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ②現状の対応状況９社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）６社
・製品A「出力はないが、EUCで対応可。」
・製品D「給与特別徴収対象者が充当額を差引後に0となる場合でも納税通知を出力する仕様のため、充当額通知
の機能は実装していません。」
・製品F「必要に応じて当初受託プリントの山分けを変更することで対応可能」
・製品G「普徴納通は発送者一覧あり。特徴税通は個人が表示される一覧は作成されない」
・製品K「レイアウトに合わせリスト項目にカスタマイズが必要」

理由未記載３社

③2025年までの実装
△製品C「配当割額・株式等譲渡所得割額　充当額通知書についてこれまで弊社お客様から要望がなく実装すべき
機能として求められておらず過剰な要件であると考えられるため。」
△製品F「稼働ユーザの運用を確認した上で検討する」
△製品I「No.95と類似帳票のため、実現性評価調査様式⑤にて確認しております。」

【その他】
製品Dより意見
「弊社のように納税通知書で運用ができる場合、充当額通知を実装すべき機能として構築は不要となる認識で
す。」

検討対象

＜確認事項＞
製品Dの意見のとおり、納税通知書で本帳票要件の運用目的
を確保することに至るかWT構成員に確認したく思います。
その場合、本帳票は実装してもしなくても良い帳票へと緩
和いたします。

外部 95 配当割額・株式等譲渡所得割額　還付額
通知書

非課税者で還付額がある者、戻入額が生じる者
及び課税者で還付額がある者について、還付通
知とは別に送付する通知文書

実装すべ
き

実装すべ
き

汎用紙

本帳票については、印字項目・レイアウト策定の要否を含めて検討中。 ②現状の対応状況８社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）５社
・製品G「還付充当通知は作成可能。（収納からデータを連携してもらう必要あり）」
理由未記載３社

③2025年までの実装
△製品C「配当割額・株式等譲渡所得割額　還付額通知書についてこれまで弊社お客様から要望がなく実装すべき
機能として求められておらず過剰な要件であると考えられるため。」
△製品I「機能要件2.1.50.では実装してもしなくても良い機能であり、実現性評価調査様式⑤にて確認。」

APPLICからの疑義事項No.51
配当割額・株式等譲渡所得割額　還付額通知
書は弊社システムには無く、標準化対象とし
て一般的ではないかと思います。これまで弊
社お客様から要望がなく実装すべき帳票とし
て求められておらず過剰な要件であると思わ
れるため実装してもしなくても良い帳票に移
動するように検討をお願いします。

報告

機能要件2.1.50.と合わせて実装してもしなくても良い帳
票とします。

内部 96 配当割額・株式等譲渡所得割額　還付額
通知書発送者リスト

配当割額・株式等譲渡所得割額に係る還付処理
した者に対する還付額の通知の発送者リスト

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ②現状の対応状況９社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）４社
理由未記載４社

③2025年までの実装
△製品C「配当割額・株式等譲渡所得割額　還付額通知書発送者リストについてこれまで弊社お客様から要望がな
く実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えられるため。」
△製品I「機能要件2.1.50.では実装してもしなくても良い機能であり、実現性評価調査様式⑤にて確認。」 報告

機能要件2.1.50.と合わせて実装してもしなくても良い帳
票とします。

外部 97 所得証明書
個人の所得証明書
課税証明書及び非課税証明書としても利用する

＜実装すべき出力条件＞
・課税年度
・納税義務者

実装すべ
き

実装すべ
き

汎用紙 A4縦/横

課税項目（課税標準額、所得控除、税
額控除等）及び扶養・本人控除項目等
を含む

所得証明書であるが、課税証明や非課税証明としても利用する帳票。
利用目的に応じて、控除額等の項目については、発行時に印字有無を選択することとしている。

②現状の対応状況７社未対応
一部又は全部の出力項目（帳票印字項目）に未対応３社
・減免前住民税額
・減免額
・合計所得金額説明
・収入・所得の内訳
 専従給与額
・税額控除
 税額控除前所得割額
 配当控除
 外国税額控除
・所得金額調整控除
・備考を導入時に選択できる機能

標準仕様書に定めるレイアウトに未対応３社
理由未記載１社

③2025年までの実装
△製品K…理由なし

―

現時点で未対応の事業者についても2025年までの実装は概
ね対応可能として回答されているため、本要件は変更無し
とします。

外部 98 所得照会回答書
他団体及び外部機関からの所得情報の照会に対
する回答書

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

汎用紙

情報提供ネットワーク経由での照会業務の実施が前提となるため、実装してもしなくても良い帳票
としている。
本帳票は実装してもしなくても良い帳票だが、税務システム標準化検討会において、実装例として
印字項目の検討を行い、帳票レイアウトは標準化対象外としている。

内部 99 課税台帳
システムに登録されている基本情報、申告情報
及び課税情報を台帳形式で出力したもの

＜実装すべき出力条件＞
・課税年度
・納税義務者

実装すべ
き

実装すべ
き

— ③2025年までの実装

内部 100 事業所・家屋敷課税者リスト 事業所・家屋敷課税の対象者リスト
実装すべ

き
実装すべ

き
EUCで代替可

— APPLICからの疑義事項No.96
家屋敷課税を行った対象者のリストでしょう
か。それとも、今後家屋敷課税を行う段階で
出力するリストでしょうか。ご教示くださ
い。
＜疑義事項の詳細確認結果＞
修正案で問題ございません。
また、帳票名称は現在のまま、でも、「要件
の考え方・理由」へ「事業所・家屋敷課税を
実施した対象者のリスト」へ記載いただくこ
とでも帳票の用途を明確化できると考えま
す。

報告

APPLICご意見の通り、要件の考え方理由に補記します。

内部 101 副本・正本エラーリスト 副本と正本の情報に差異があるものの一覧
実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

— 「副本と正本の情報に差異があるものの一
覧」とありますが、何が副本で、何が正本で
しょうか。　　　　　　　　　　　　　「副
本と正本の情報に差異」について、詳細な記
載が必要と考えます。

報告

帳票概要の記載が分かり難いため記載を修正します。
＜修正案＞
副本（中間サーバに登録されているデータ）と正本（シ
ステム内で保持しているデータ）の情報（税額や税額の
算定に必要な情報）に差異があるものの一覧
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利用
区分
内/外

※ご意見・疑義事項等がある場合にはこちらの列にてご記入く

ださい。
帳票概要（帳票の用途） 主な出力条件

用紙サイズ
（外部帳票）

通常版
限定機
能版
（仮

要件の考え方・理由備考
代替可否

（内部帳票）
No.

用紙
（外部帳票）

帳票名称

【実現性評価】
事業者からの回答集約

(※主だった意見でないものは省略しております。)

【APPLICからの疑義事項】
その他の検討すべき情報

【帳票WT　対応方針】【検討分類】

内部 102 課税・収納不一致リスト
課税額と収納調定額が不一致となっている納税
義務者の一覧

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ②現状の対応状況７社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）３社
・製品D「現行システムでは、課税額と収納調定額は連動して管理しているため、該当帳票はありません。」
理由未記載４社

③2025年までの実装
△製品C「課税・収納不一致リストについてこれまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められて
おらず過剰な要件であると考えられるため。」

【その他】
製品D「各社のシステムの前提によっては、不要な帳票と解釈できるため「実装してもしなくてもよい」に変更が
妥当と考えます。」

APPLICからの疑義事項No.97
各社のシステムの前提によっては、不要な帳
票と解釈できるため「実装してもしなくても
よい」に変更が妥当と考えます。
＜疑義時以降の詳細確認結果＞
税額と収納調定額の一致を前提としたシステ
ムの場合、当該帳票を出力する機能を有して
いても、利用する機会は無いと考えておりま
す。
そのため、「実装してもしなくてもよい」へ
変更することを提案させていただきました。
そもそも「課税額」と「収納調定額」は一致
していないとおかしいのではないかと思いま
すのでこの帳票を実装しても出力するタイミ
ングが不明です（対象は毎回抽出されないこ
とが普通なので、実行しなくなると思われま
す）
指定都市ご意見とのことですが、ベンダ各社
のシステムは「課税額」と「収納調定額」は
当然一致するものと考えており、不要という
意見に集約いたしました。
仮に「収納調定額」が「収納納付額」の誤り
であるとすれば、住民税側ではなく収滞納側
で実装すべき帳票と考えます。

報告

【疑義事項】
APPLICご意見を踏まえ、本要件を削除とします。

内部 103 各種エラーリスト 当初課税計算でエラーが発生した者の一覧
実装すべ

き
実装すべ

き
EUCで代替可

— ③2025年までの実装

報告

備考に関連する要件（2.1.25.）を記載し、複数の帳票で
の実現でも可とする旨を記載します。

内部 104 取込みエラー一覧
国税連携で取り込みエラーとなった課税資料
データの一覧

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ③2025年までの実装

内部 105 特別徴収義務者送付エラーデータ一覧
税額通知ファイルに外字等があったデータの一
覧（該当データの該当項目はそのまま一覧に出
力ただし摘要については出力しない）

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ②現状の対応状況６社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）３社
・製品B「eLTAXで利用できない文字については、処理実行までに予め確認・メンテナンスを行っていただく想定
です。なお、処理実行時にeLTAXで利用できない文字がある場合には空白に置換します。
桁数オーバがある場合には、CSVとして税額通知確認ファイルを確認いただく想定です。」
・製品D「税額通知に記録するデータを編集する際に外字は正字等に変換して記録するため、該当帳票はありませ
ん。」
理由未記載３社

【その他】
製品D「弊社のように外字を正字や代替文字へ置き換える場合、当帳票は不要となる認識です。」

―

現時点で未対応の事業者についても2025年までの実装は対
応可能として回答されているため、本要件は変更無しとし
ます。

内部 106 納期特例該当リスト 納期特例に該当する事業所の一覧
実装すべ

き
実装すべ

き
EUCで代替可

— ③2025年までの実装

外部 107 納期特例承認通知書 納期特例の承認通知を事業所宛に送付する
実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

汎用紙

本帳票は実装してもしなくても良い帳票だが、税務システム標準化検討会において、実装例として
印字項目の検討を行い、帳票レイアウトは標準化対象外としている。

外部 108 納期特例却下通知書 納期特例の却下通知を事業所宛に送付する
実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

汎用紙

—

外部 109 納期特例取消通知書 納期特例の取消通知を事業所宛に送付する
実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

汎用紙

本帳票は実装してもしなくても良い帳票だが、税務システム標準化検討会において、実装例として
印字項目の検討を行い、帳票レイアウトは標準化対象外としている。

内部 110 既充当額減額一覧表
配当割額・株式等譲渡所得割額にかかる既充当
額減額が減額となる対象者の一覧

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ②現状の対応状況９社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）４社
・製品D「配当譲渡割額を持つ対象者の異動一覧表より、当該要件を確認する運用を行っていただいておりま
す。」
・製品K「変更一覧のため減額専用でない減額専用を必要といわれた事がない」
理由未記載５社

③2025年までの実装
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」

【その他】
製品F（②現状の対応状況〇と回答）
「配当割額・株式等譲渡所得にて対応」

―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

外部 111 重複扶養申告確認照会文書(同世帯)
被扶養者が重複している場合の確認用の照会文
書(同世帯)

実装すべ
き

実装すべ
き

汎用紙

本帳票については、印字項目・レイアウト策定の要否を含めて検討中。 ②現状の対応状況１０社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）４社
理由未記載６社

③2025年までの実装
△製品B「ニーズとして把握しておりませんでしたが、今後対応を検討させていただきます。」
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」

【その他】
製品D
「同世帯と別世帯を分けている目的が分かりませんので、帳票レイアウトの作成が必要と考えます。」

APPLICからの疑義事項No.52
実装すべき帳票となっている理由をご教示く
ださい。弊社システムには当該帳票はなくこ
れまで弊社お客様から要望がなく実装すべき
帳票として求められておらず過剰な要件であ
ると思われるため実装してもしなくても良い
帳票に移動するように検討をお願いします。

―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

【疑義事項】
回答のみで対応済みです。
「弊社」とされていますが、APPLICとしての見解のご提示
をお願いできればと存じます。
頂戴したご意見については、実現性評価の内容も踏まえ検
討いたします。
※実現性評価の確認結果については上記の通りです。

外部 112 重複扶養申告確認照会文書(別世帯)
被扶養者が重複している場合の確認用の照会文
書(別世帯)

実装すべ
き

実装すべ
き

汎用紙

同上 ②現状の対応状況１１社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）５社
理由未記載６社

③2025年までの実装
△製品B「ニーズとして把握しておりませんでしたが、今後対応を検討させていただきます。」
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」
△製品F「No.111と同じ帳票。基本的には一方に送付を行う。手動でそれぞれに送付データを作成することは可
能」

【その他】
製品Dより意見
「同世帯と別世帯を分けている目的が分かりませんので、帳票レイアウトの作成が必要と考えます。」

APPLICからの疑義事項No.53
実装すべき帳票となっている理由をご教示く
ださい。弊社システムには当該帳票はなくこ
れまで弊社お客様から要望がなく実装すべき
帳票として求められておらず過剰な要件であ
ると思われるため実装してもしなくても良い
帳票に移動するように検討をお願いします。

―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

【疑義事項】
回答のみで対応済みです。
「弊社」とされていますが、APPLICとしての見解のご提示
をお願いできればと存じます。
頂戴したご意見については、実現性評価の内容も踏まえ検
討いたします。
※実現性評価の確認結果については上記の通りです。

外部 113 住民税申告書(事業所・家屋敷課税)
事業所・家屋敷課税対象者への送付用の住民税
申告書

＜実装してもしなくても良い出力条件＞
・前年度情報
・未申告者
・発送希望者
・事業所・家屋敷課税の物件情報　等

実装すべ
き

実装すべ
き

汎用紙

— ②現状の対応状況１０社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）３社
・製品D「申告書発送段階から家屋敷課税者向けの事務を実施されている自治体様がございません。」
一部又は全部の出力条件に未対応１社
一部又は全部の出力項目（帳票印字項目）に未対応１社
標準仕様書に定めるレイアウトに未対応１社
理由未記載４社

③2025年までの実装
△製品B「既存ユーザから要望がない。」
△製品I「機能要件1.3.8.では実装してもしなくても良い機能であり、実現性評価調査様式⑤にて確認しておりま
す。」

【その他】
製品Dより意見
「弊社導入団体様で運用の実績がありません。実装してもしなくても良い帳票と定義できないでしょうか。」

APPLICからの疑義事項No.98
弊社導入団体様で運用の実績がありません。
実装してもしなくても良い帳票と定義できな
いでしょうか。

報告

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

【疑義事項】
回答のみで対応済みです。
「弊社」とされていますが、APPLICとしての見解のご提示
をお願いできればと存じます。
頂戴したご意見については、実現性評価の内容も踏まえ検
討いたします。
※実現性評価の確認結果については上記の通りです。

上記の回答としましたが、機能要件に合わせて実装して
もしなくても良い帳票とします。
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利用
区分
内/外

※ご意見・疑義事項等がある場合にはこちらの列にてご記入く

ださい。
帳票概要（帳票の用途） 主な出力条件

用紙サイズ
（外部帳票）

通常版
限定機
能版
（仮

要件の考え方・理由備考
代替可否

（内部帳票）
No.

用紙
（外部帳票）

帳票名称

【実現性評価】
事業者からの回答集約

(※主だった意見でないものは省略しております。)

【APPLICからの疑義事項】
その他の検討すべき情報

【帳票WT　対応方針】【検討分類】

内部 114 住宅借入金特別控除の確認用リスト（控
除対象が３回目以上の場合）

住宅借入金等特別控除対象が３回目以上ある対
象を抽出したリスト（データ）
なお、他のエラーリストに含めて出力する対応
でもよいものとする（ただし、エラー理由によ
る抽出及び並び替えができる形式で出力できる
こと）
対象者及び対象資料が特定できる情報を出力す
る
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理等
に係るチェック処理の実施結果として出力する

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ②現状の対応状況８社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）４社
理由未記載４社

③2025年までの実装
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」
△製品K「他社の申告支援システムの機能と組合せて充足する方針」

【その他】
製品Fより意見（②現状の対応状況〇と回答）
「給報の一覧をEUCで出力可能なため、摘要回数で抽出することで運用可能と思われる」
製品Gより意見（②現状の対応状況〇と回答）
「資料登録時のみ出力」

―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

内部 115
控除対象扶養親族の確認用リスト（控除
対象が５人以上かつ個人番号の記入があ
る場合）

５人目以降の控除対象扶養親族の個人番号に記
入がある対象を抽出したリスト（データ）
なお、他のエラーリストに含めて出力する対応
でもよいものとする（ただし、エラー理由によ
る抽出及び並び替えができる形式で出力できる
こと）
対象者及び対象資料が特定できる情報を出力す
る
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理等
に係るチェック処理の実施結果として出力する

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ②現状の対応状況９社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）４社
理由未記載５社

③2025年までの実装
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」 ―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

内部 116
16歳未満の扶養親族の確認用リスト（控
除対象が５人以上かつ個人番号の記入が
ある場合）

５人目以降の16歳未満の扶養親族の個人番号に
記入がある対象を抽出したリスト（データ）
なお、他のエラーリストに含めて出力する対応
でもよいものとする（ただし、エラー理由によ
る抽出及び並び替えができる形式で出力できる
こと）
対象者及び対象資料が特定できる情報を出力す
る
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理等
に係るチェック処理の実施結果として出力する

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ②現状の対応状況９社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）４社
理由未記載５社

③2025年までの実装
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」 ―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

内部 117 登録済み資料の取消・訂正データに関す
るチェックリスト

提出済み給与支払報告書の訂正又は取消のデー
タがあった対象を抽出したリスト（データ）
対象者及び対象資料が特定できる情報を出力す
る
また、訂正給与支払報告書が存在するのに、そ
の給与支払報告書に対となる取消給与支払報告
書が存在しない場合に「未取消給与支払報告書
確認」として出力する

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ②現状の対応状況８社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）６社
・製品A「訂正又は取消に関して未対応。」
・製品B「訂正給報を考慮した取込・合算からできていないため、合算で不要な給報を非合算にできるようにす
る。取消給報についてはエラーチェックを行った上でOLで確認いただく想定。」
・製品F「訂正・削除の総括表については一覧出力可能。
個票については、総括表画面から給報の詳細画面を開いて該当を確認する運用」

理由未記載２社

③2025年までの実装
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」
△製品K「他社の申告支援システムの機能と組合せて充足する方針」

―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

内部 118 登録済み資料の取消・訂正データに関す
るチェックリスト

提出済み公的年金等支払報告書の訂正及び取消
のデータがあった対象を抽出したリスト（デー
タ）
対象者及び対象資料が特定できる情報を出力す
る

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

— ②現状の対応状況８社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）６社
・製品A「訂正又は取消に関して未対応。」
・製品B「訂正給報を考慮した取込・合算からできていないため、合算で不要な給報を非合算にできるようにす
る。取消給報についてはエラーチェックを行った上でOLで確認いただく想定。」
・製品F「訂正・削除の総括表については一覧出力可能。
個票については、総括表画面から給報の詳細画面を開いて該当を確認する運用」

理由未記載２社

③2025年までの実装
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」
△製品K「他社の申告支援システムの機能と組合せて充足する方針」

―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

内部 119 徴収区分に関するチェックリスト（租税
条約給与収入の確認リスト）

徴収区分が併用徴収で、租税条約給与収入の入
力がある対象を抽出したリスト（データ）
なお、他のエラーリストに含めて出力する対応
でもよいものとする（ただし、エラー理由によ
る抽出や並び替えができる形式で出力できるこ
と）
対象者及び対象資料が特定できる情報を出力す
る
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理等
にかかるチェック処理の実施結果として出力す
る

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理の結果確認用のリストであるため、出力されたリスト
が、いつの、何の処理結果であるか明示される必要がある。

②現状の対応状況９社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）５社
・「電子分はEUCで可」
・「申告支援システムで対応しており、基幹システムでの実装不要」（２社）

理由未記載４社

③2025年までの実装
△製品C「租税条約の管理が過剰であるため帳票についても不要と思われる。これまで弊社お客様から要望がなく
実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えられるため。」
△製品E「紙分は、既存ユーザから要望がない。」
△製品K「他社の申告支援システムの機能と組合せて充足する方針」

―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

内部 120 課税資料間の収入額の整合性チェックリ
スト（年金収入とその他雑所得の比較）

課税資料の年金収入と、合算賦課情報のその他
雑所得が同額となっている対象を抽出したリス
ト（データ）
対象者及び対象資料が特定できる情報を出力す
る
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理等
に係るチェック処理の実施結果として出力する

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

同上 ②現状の対応状況８社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）５社
理由未記載３社

③2025年までの実装
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」
✕製品F「システム上、合算元資料の年金収入の値を合算後資料のその他雑所得に設定する操作が行えないため、
本チェックは不要と思われる」

―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

内部 121 課税資料間の収入額の整合性チェックリ
スト（専従者給与重複）

専従者の給与収入額が、同額で二重に計算され
ている疑いがある対象、専従者控除額エラー
（第一表と二表の控除額不一致の場合）、配偶
者等と専従者の関係が矛盾している対象、白色
専従事業専従者額の条件に該当しない対象及び
専従主の確定申告の専従者給与の情報と給与支
払報告書のマッチングエラー対象を抽出したリ
スト（データ）
対象者及び対象資料が特定できる情報を出力す
る
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理等
に係るチェック処理の実施結果として出力する

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

同上 ②現状の対応状況６社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）５社
・製品G「「同額給報あり」「控配（同配）ありで専従配偶あり、控配（同配）否認」「白色専従者で控除額が多
い」はチェックあり。チェック内容不足。」
・製品I「白色専従事業専従者額の条件に該当しない対象及び専従主の確定申告の専従者給与の情報と給与支払報
告書のマッチングエラーの機能はございません。」

理由未記載１社

③2025年までの実装
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」

【その他】
・製品D（②現状の対応状況〇と回答）
「資料合算時に限定してチェック機能を保持しております。」
・製品F（②現状の対応状況〇と回答）
「当初賦課中の専給変換処理、自動合算中のエラー判定、課税登録後の専従チェック等の組み合わせで対応」

―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

内部 122 同額の給与支払報告書及び公的年金等支
払報告書の提出者リスト

同額の給与支払報告書及び公的年金等支払報告
書の提出があった対象者を抽出したリスト
（データ）
対象者及び対象資料が特定できる情報を出力す
る
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理等
に係るチェック処理の実施結果として出力する

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

同上 ②現状の対応状況７社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）５社
理由未記載２社

③2025年までの実装
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」
△製品K「他社の申告支援システムの機能と組合せて充足する方針」

―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

内部 123 特別徴収給与支払報告書の重複確認リス
ト

特別徴収給与支払報告書が複数提出されている
対象を抽出したリスト（データ）
対象者及び対象資料が特定できる情報を出力す
る
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理等
に係るチェック処理の実施結果として出力する

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

同上 ②現状の対応状況６社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）４社
・製品D「課税資料の取込時に特別徴収分の給与支払報告書の重複をチェックする運用のため、別途リスト化して
いません。」
理由未記載２社

③2025年までの実装
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」
△製品K「他社の申告支援システムの機能と組合せて充足する方針」

【その他】
・製品F（②現状の対応状況〇と回答）
「自動合算中のエラー判定、手動合算対象資料の検索条件で対応」
・製品I（②現状の対応状況〇と回答）
「合算時処理のログを一覧化するツールにて確認できます。」

―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。
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利用
区分
内/外

※ご意見・疑義事項等がある場合にはこちらの列にてご記入く

ださい。
帳票概要（帳票の用途） 主な出力条件

用紙サイズ
（外部帳票）

通常版
限定機
能版
（仮

要件の考え方・理由備考
代替可否

（内部帳票）
No.

用紙
（外部帳票）

帳票名称

【実現性評価】
事業者からの回答集約

(※主だった意見でないものは省略しております。)

【APPLICからの疑義事項】
その他の検討すべき情報

【帳票WT　対応方針】【検討分類】

内部 124 同一人物に対して同額の年金支払がある
公的年金等支払報告書の確認リスト

同一人物に支払額が同じ公的年金等支払報告書
が複数枚存在している公的年金等支払報告書を
抽出したリスト（データ）
対象者及び対象資料が特定できる情報を出力す
る
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理等
に係るチェック処理の実施結果として出力する

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

同上 ②現状の対応状況６社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）３社
理由未記載３社

③2025年までの実装
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」
△製品K「他社の申告支援システムの機能と組合せて充足する方針」

【その他】
・製品I（②現状の対応状況〇と回答）
「No.126の給報同額リストに年金分も含まれて出力されるため、年金区分で絞り込みを行って抽出します。」

―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

内部 125 同一事業所提出資料の給与収入額と前職
分給与収入額の同額対象者リスト

同じ事業所からの資料で給与収入と前職分給与
収入が一致する対象者を抽出したリスト（デー
タ）
対象者及び対象資料が特定できる情報を出力す
る
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理等
に係るチェック処理の実施結果として出力する

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

同上 ②現状の対応状況７社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）４社
理由未記載３社

③2025年までの実装
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」
△製品K「他社の申告支援システムの機能と組合せて充足する方針」

【その他】
・製品B（②現状の対応状況〇と回答）
「前職分給与収入が一致する給報はバッチ処理で自動的に非合算にすることが可能です」
・製品I（②現状の対応状況〇と回答）
「合算時処理のログを一覧化するツールにて確認できます。」

―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

内部 126 その他資料箋提出者の資料登録状況確認
リスト

その他の資料箋以外に課税資料がある、又はそ
の他の資料箋自体が複数件数ある対象者を抽出
したリスト（データ）
対象者及び対象資料が特定できる情報を出力す
る
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理等
に係るチェック処理の実施結果として出力する

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

同上 ②現状の対応状況８社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）４社
一部のチェック条件に未対応１社
・製品G「課税判定ｴﾗｰﾘｽﾄでチェックしているのは「資料○○ありで○○所得あり」のみ。」
理由未記載３社

③2025年までの実装
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」
△製品E「その他の資料箋以外に課税資料があるということの条件が不明」
△製品K「他社の申告支援システムの機能と組合せて充足する方針」

APPLICからの疑義事項No.155
「その他の資料箋以外に課税資料がある」
「その他の資料箋自体」について、具体的な
例を挙げて標準仕様書に記載して頂きたい。

検討対象

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

【疑義事項】
＜確認事項＞
「その他の資料箋」が複数発生する状況について具体例を
ご回答ください。

なお、「その他の資料箋」とは「確定申告書・住民税申告
書・給与支払報告書・年金支払報告書・還付申告書以外の
課税資料」を想定しておりますが、認識に齟齬があればご
回答ください。

内部 127 同一人物確認リスト（同一カナ氏名・生
年月日）

課税対象者で、住登者と住登外で同一カナ氏
名・生年月日の対象者を抽出したリスト（デー
タ）
対象者が特定できる情報を出力する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理等
の任意のタイミングで実施する、同一人物の
チェック処理の結果を出力する

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

同上 ②現状の対応状況９社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）４社
・製品A「住登者と住登外の区分け、任意のタイミングで実施する未対応。」
理由未記載５社

③2025年までの実装
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」

―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

内部 128 同一人物確認リスト（同姓同名同生年月
日）

課税対象者内に同姓同名同生年月日の対象者を
抽出したリスト（データ）
対象者が特定できる情報を出力する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理等
に係るチェック処理の実施結果として出力する

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

同上 ②現状の対応状況８社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）４社
・うち１社カスタマイズで実現
理由未記載４社

③2025年までの実装
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」

―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

内部 129
前年度と新年度の特別徴収義務者指定番
号差異あり対象者リスト（前年度転勤実
績なし）

前年度転勤実績がなく、前年度最新の指定番号
と新年度の指定番号が異なる対象者を抽出した
リスト（データ）
対象者及び対象資料が特定できる情報を出力す
る
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理等
に係るチェック処理の実施結果として出力する

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

同上 ②現状の対応状況８社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）３社
理由未記載５社

③2025年までの実装
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」
△製品K「他社の申告支援システムの機能と組合せて充足する方針」

―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

内部 130 扶養者関連付け資料の要確認リスト

扶養関連付けについて採用資料（優先度により
自動判定）以外に関連付けされた資料がある対
象者を抽出したリスト（データ）
対象者及び対象資料が特定できる情報を出力す
る
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理等
に係るチェック処理の実施結果として出力する

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

同上 ②現状の対応状況８社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）４社
・製品D「課税資料毎に扶養関連付けを行う機能が無いため、同様の帳票はありません。」
理由未記載４社

③2025年までの実装
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」
△製品E「採用資料（優先度により自動判定）以外に関連付けされた資料がある、の条件が不明」

1.0版への疑義事項及びその他意見No.156
『「採用資料（優先度により自動判定）以外
に関連付けされた資料がある」について、具
体的な例を挙げて標準仕様書に記載して頂き
たい。』

検討対象

「採用資料（優先度により自動判定）以外に関連付けされ
た資料があるの条件について、WTにて具体的にどのような
内容を意図しているかご教示いただきたく思います。

＜確認事項＞
「採用資料（優先度により自動判定）以外に関連付けされ
た資料がある対象者」について、具体例をご回答くださ
い。

内部 131 住宅借入金等特別税額控除の特定取得対
象リスト

住宅借入金等特別税額控除の対象となる住宅等
の居住開始年月日が平成26年4月1日以降の対象
者を抽出し、「特定取得」に該当するかを確認
するためのリスト（データ）
対象者及び住宅借入金等特別税額控除の計算明
細を確認するための情報を出力する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理等
に係るチェック処理の実施結果として出力する

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

同上 ②現状の対応状況６社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）３社
理由未記載３社

③2025年までの実装
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」
△製品K「他社の申告支援システムの機能と組合せて充足する方針」

APPLICからの疑義事項No.99
「計算明細を確認するための情報」とありま
すが、どのような項目を出力する想定かご教
示ください。

検討対象

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

【疑義事項】
＜確認事項＞
計算明細として確認が必要な情報が具体的に何であるかご
教示ください。

内部 132 年金特別徴収対象者の要確認リスト（65
歳以上の年金受給者で全部特別徴収）

65歳以上で年金収入があり全部特別徴収となっ
ている対象者を抽出したリスト（データ）
対象者及び年金所得の有無を特定するための情
報を出力する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理等
に係るチェック処理の実施結果として出力する

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

同上 ②現状の対応状況９社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）５社
・製品B「システムによるエラー制御があるため不要と想定しております。」
・製品D「年齢要件と年金所得をもとに、年金所得に係る税額を普通徴収として取り扱うため、チェックを行った
帳票はありません。」
理由未記載４社

③2025年までの実装
△製品A「当要件にて、不明瞭なものがあるため。」
△製品B「システムによるエラー制御があるため不要と想定しております。」
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」
△製品E「要件の意味が不明。抽出条件と用途が不明。」

1.0版への疑義事項及びその他意見No.157
『抽出条件や用途が理解できません。具体的
な例を挙げて標準仕様書に記載して頂きた
い。』

検討対象

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

【疑義事項】
＜確認事項＞
本帳票の出力対象となる具体的な納税義務者の状況と対象
を特定するための抽出条件をご教示ください。
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利用
区分
内/外

※ご意見・疑義事項等がある場合にはこちらの列にてご記入く

ださい。
帳票概要（帳票の用途） 主な出力条件

用紙サイズ
（外部帳票）

通常版
限定機
能版
（仮

要件の考え方・理由備考
代替可否

（内部帳票）
No.

用紙
（外部帳票）

帳票名称

【実現性評価】
事業者からの回答集約

(※主だった意見でないものは省略しております。)

【APPLICからの疑義事項】
その他の検討すべき情報

【帳票WT　対応方針】【検討分類】

内部 133 年金特別徴収対象者の要確認リスト（65
歳以上の年金受給者で内特別徴収）

65歳以上で年金収入があり内特別徴収にも年金
収入がある対象者を抽出したリスト（データ）
対象者及び年金所得の有無を特定するための情
報を出力する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理等
に係るチェック処理の実施結果として出力する

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

同上 ②現状の対応状況９社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）４社
・製品D「年齢要件と年金所得をもとに、年金所得に係る税額を普通徴収として取り扱うため、チェックを行った
帳票はありません。」
理由未記載５社

③2025年までの実装
△製品A「当要件にて、不明瞭なものがあるため。」
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」
△製品E「要件の意味が不明。抽出条件と用途が不明。」

1.0版への疑義事項及びその他意見No.158
『抽出条件や用途が理解できません。具体的
な例を挙げて標準仕様書に記載して頂きた
い。』

検討対象

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

【疑義事項】
＜確認事項＞
本帳票の出力対象となる具体的な納税義務者の状況と対象
を特定するための抽出条件をご教示ください。

内部 134 前年度からの年金特別徴収対象者で新年
度年金資料なし対象者リスト

前年度からの年金特別徴収仮徴収継続者で、新
年度に年金資料がない対象者を抽出したリスト
（データ）
対象者を確認するために必要な情報を出力する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理等
に係るチェック処理の実施結果として出力する

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

同上 ②現状の対応状況８社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）４社
理由未記載４社

③2025年までの実装
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」
△製品E「既存ユーザから要望が無いため、優先度は低くなります。」 ―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

内部 135 合算未反映所得の確認リスト

合算結果に反映されていない所得が、給与支払
報告書又は申告書資料に存在する対象を抽出し
たリスト（データ）
対象者及び対象資料が特定できる情報を出力す
る
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理等
に係るチェック処理の実施結果として出力する

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

同上 ②現状の対応状況７社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）５社
・製品E「申告書資料で合算結果に反映しない所得はない」
一部のチェック条件に未対応１社
・製品G「課税判定時、一部所得、条件の場合のみチェック」
理由未記載１社

③2025年までの実装
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」
△製品E「申告書資料で合算結果に反映しない所得の判定方法が不明」
△製品K「他社の申告支援システムの機能と組合せて充足する方針」

APPLICからの疑義事項No.159
「申告書資料で合算結果に反映しない所得の
判定方法」について、具体的な例を挙げて標
準仕様書に記載して頂きたい。

検討対象

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

【疑義事項】
＜確認事項＞
「申告書資料で合算結果に反映しない所得の判定方法」に
ついて、具体的な資料合算の状況（反映しない資料やその
理由等の判断基準等）と対象を特定するための抽出条件を
ご回答ください。

内部 136 合算未反映控除の確認リスト

合算結果に反映されていない所得が、給与支払
報告書又は申告書資料に存在する対象を抽出し
たリスト（データ）
対象者及び対象資料が特定できる情報を出力す
る
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理等
に係るチェック処理の実施結果として出力する

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

同上 ②現状の対応状況７社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）５社
・製品E「申告書資料で合算結果に反映しない所得はない」
一部のチェック条件に未対応１社
・製品G「課税判定時、一部所得、条件の場合のみチェック」
理由未記載１社

③2025年までの実装
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」
△製品E「申告書資料で合算結果に反映しない所得の判定方法が不明」
△製品K「他社の申告支援システムの機能と組合せて充足する方針」

APPLICからの疑義事項No.160
「申告書資料で合算結果に反映しない所得の
判定方法」について、具体的な例を挙げて標
準仕様書に記載して頂きたい。

検討対象

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

【疑義事項】
＜確認事項＞
「申告書資料で合算結果に反映しない控除の判定方法」に
ついて、具体的な資料合算の状況（反映しない資料やその
理由等の判断基準等）と対象を特定するための抽出条件を
ご回答ください。

※上記の他、帳票概要の記載の誤り（合算結果に反映され
ていない”所得”⇒”控除”に修正）があるため修正しま
す。

内部 137 合算未反映損失の確認リスト

合算結果に反映されていない所得が、給与支払
報告書又は申告書資料に存在する対象を抽出し
たリスト（データ）
対象者及び対象資料が特定できる情報を出力す
る
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理等
に係るチェック処理の実施結果として出力する

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

同上 ②現状の対応状況７社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）６社
・製品E「申告書資料で合算結果に反映しない所得はない」
・製品G「申告書に記載があれば損失は合算資料に反映される仕組みであるためチェックは行っていない。」
理由未記載１社

③2025年までの実装
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」
△製品E「申告書資料で合算結果に反映しない所得の判定方法が不明」
△製品K「他社の申告支援システムの機能と組合せて充足する方針」

APPLICからの疑義事項No.161
「申告書資料で合算結果に反映しない所得の
判定方法」について、具体的な例を挙げて標
準仕様書に記載して頂きたい。

検討対象

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

【疑義事項】
＜確認事項＞
「申告書資料で合算結果に反映しない損失の判定方法」に
ついて、具体的な資料合算の状況（反映しない資料やその
理由等の判断基準等）と対象を特定するための抽出条件を
ご回答ください。

※上記の他、帳票概要の記載の誤り（合算結果に反映され
ていない”所得”⇒”控除”に修正）があるため修正しま
す。

内部 138 退職分離あり医療費控除対象者確認リス
ト（総所得金額200万円未満）

医療費控除の対象者で、退職所得（分離）があ
り、住民税の総所得金額等が200万円未満の対
象者を抽出したリスト（データ）
対象者、対象者の所得税の総所得金額等、住民
税の総所得金額等及び退職所得（分離）の確認
ができる情報を出力する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理等
に係るチェック処理の実施結果として出力する

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

同上 ②現状の対応状況８社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）４社
理由未記載４社

③2025年までの実装
△製品A「当要件にて、不明瞭なものがあるため。」
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」
△製品K「他社の申告支援システムの機能と組合せて充足する方針」

【その他】
製品E（②現状の対応状況〇と回答）
「当初資料または例月課税のEUCに3つの項目が含まれるため、該当の抽出は可能と思われる」

―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

内部 139 所得税と異なる課税方式による住民税の
申告確認リスト

市区町村民税の算定に含めない確定申告書情報
がある対象者を抽出したリスト（データ）
対象者及び算定に含めていない確定申告情報を
確認するために必要な情報を出力する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理等
に係るチェック処理の実施結果として出力する
また、課税方式の選択により所得税と住民税と
の繰越控除に差がある対象者について出力を行
う

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

同上 ②現状の対応状況９社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）４社
理由未記載５社

③2025年までの実装
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」

―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

内部 140 退職給与支払報告書提出者確認リスト

退職給与支払報告書が１枚以上ある対象者を抽
出したリスト（データ）
対象者、対象資料及び前職分資料の有無を特定
するために必要な情報を出力する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理等
に係るチェック処理の実施結果として出力する

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

同上 ②現状の対応状況６社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）４社
理由未記載１社
その他１社
・製品G「課税判定時、申告書がない場合「給報に退職年月日記入あり」を出力」

③2025年までの実装
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」
△製品K「他社の申告支援システムの機能と組合せて充足する方針」

【その他】
・製品Fより意見（②現状の対応状況〇と回答）
「給報の一覧をEUCで出力可能なため、退職区分で抽出することで運用可能と思われる」

―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

内部 141 給与支払報告書の従資料の分確認リスト
（特別徴収分給与支払報告書あり）

給与支払報告書の従資料として「特別徴収分給
与支払報告書」がある対象者を抽出したリスト
（データ）
対象者及び対象資料を特定するために必要な情
報を出力する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理等
に係るチェック処理の実施結果として出力する

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

同上 ②現状の対応状況６社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）４社
理由未記載２社

③2025年までの実装
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」
△製品K「他社の申告支援システムの機能と組合せて充足する方針」

【その他】
・製品Fより意見（②現状の対応状況〇と回答）
「当初資料のEUCにより、同一行で資料区分、乙欄、徴収区分、併徴区分を出力可能」

―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。
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利用
区分
内/外

※ご意見・疑義事項等がある場合にはこちらの列にてご記入く

ださい。
帳票概要（帳票の用途） 主な出力条件

用紙サイズ
（外部帳票）

通常版
限定機
能版
（仮

要件の考え方・理由備考
代替可否

（内部帳票）
No.

用紙
（外部帳票）

帳票名称

【実現性評価】
事業者からの回答集約

(※主だった意見でないものは省略しております。)

【APPLICからの疑義事項】
その他の検討すべき情報

【帳票WT　対応方針】【検討分類】

内部 142 普通徴収分給与支払報告書の主従区分の
確認リスト

複数の給与支払報告書の登録があり、主資料又
は従資料に「普通徴収分給与支払報告書」があ
る対象者を抽出したリスト（データ）
対象者及び対象資料の主従の別、対象資料を特
定するために必要な情報を出力する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理等
に係るチェック処理の実施結果として出力する

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

給与支払報告書の主従区分に応じた、
妥当な資料が登録されているかを確認
するためのリスト

同上 ②現状の対応状況６社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）４社
理由未記載２社

③2025年までの実装
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」
△製品K「他社の申告支援システムの機能と組合せて充足する方針」

【その他】
・製品Fより意見（②現状の対応状況〇と回答）
「当初資料のEUCにより、同一行で資料区分、乙欄、徴収区分、併徴区分を出力可能」

―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

内部 143 申告書の重複確認

課税資料として申告書が複数登録されている対
象者を抽出したリスト（データ）
対象者及び対象資料を特定するために必要な情
報を出力する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理等
に係るチェック処理の実施結果として出力する

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

同上 ③2025年までの実装

内部 144 外部データの取り込み結果確認リスト

システム外の電子データ（確定申告書、給与支
払報告書、公的年金等支払報告書、国税連携関
連情報、年金特別徴収異動データ、パンチデー
タ、申告特例通知書及びその他庁内の情報連携
で取り込んだデータ等）の取り込み処理に付随
して、出力する取り込み結果の確認リスト
（データ・紙）

＜出力項目＞
・取り込み件数
・エラー対象及びエラー内容

実装すべ
き

実装すべ
き

代替不可

取り込み処理に合わせて出力することが必要なため、EUC等での代替は不可としている。 ②現状の対応状況６社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）４社
・うち２社は申告支援システムで対応している
理由未記載２社

③2025年までの実装
△製品A「当要件にて、不明瞭なものがあるため。」
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」
△製品E「取り込み結果のリストの紙での出力は、既存ユーザから要望がない。「その他庁内の情報連携で取り込
んだデータ等」の内容が不明。」
△製品K「他社の申告支援システムの機能と組合せて充足する方針」
△製品I「年金特別徴収異動データ以外は申告支援システムで対応しております。年金特別徴収異動データは各種
通知のことでよければ基幹システム側で確認可能です。」

1.0版への疑義事項及びその他意見No.162
『「その他庁内の情報連携で取り込んだデー
タ等」について、具体的な例を挙げて標準仕
様書に記載して頂きたい。』

検討対象

＜確認事項＞
・「その他庁内の情報連携で取り込んだデータ等」として
機能要件の1.1.7.から1.1.24.に記載した内容と考えていま
すが、その認識に齟齬がないか確認したく思います。

・住民記録情報（1.1.7～1.1.9）
・国民健康保険情報（1.1.10～1.1.12）
・介護保険情報（1.1.13～1.1.15）
・生活保護情報（1.1.16～1.1.18）
・後期高齢者医療保険情報（1.1.19～1.1.21）
・障害者情報（1.1.22～1.1.24）

外部 145 （事業所宛）納税義務者住所照会書 事業所宛の納税義務者住所照会書
実装すべ

き
実装すべ

き
汎用紙

— ②現状の対応状況７社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）２社
理由未記載５社

③2025年までの実装
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」
△製品E「既存ユーザから要望が無いため、優先度は低くなります。」

【その他】
・製品Bより意見（②現状の対応状況〇と回答）
「文書番号など一部項目については印字しておりません。」
・製品Dより意見（②現状の対応状況〇と回答）
「対象帳票を出力する機能はありますが、諸元表と相違があるため、改修となる見込みです。」

APPLICからの疑義事項No.54
事業所宛の納税義務者の住所照会書について
は標準化対象として一般的ではないかと思い
ます。弊社システムには当該帳票はなくこれ
まで弊社お客様から要望がなく実装すべき帳
票として求められておらず過剰な要件である
と思われるため実装してもしなくても良い帳
票に移動するように検討をお願いします。

―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

【疑義事項】
回答のみで対応済みです。
「弊社」とされていますが、APPLICとしての見解のご提示
をお願いできればと存じます。
頂戴したご意見については、実現性評価の内容も踏まえ検
討いたします。
※実現性評価の確認結果については上記の通りです。

内部 146 還付省略申告一枚のみリスト
合算対象となった課税資料が還付申告・省略申
告のみ対象者について出力するリスト

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

— APPLICからの疑義事項No.163
「省略申告」について、ご教示いただきた
い。また、抽出条件について、具体的な例を
挙げて標準仕様書に記載して頂きたい。

検討対象

【疑義事項】
＜確認事項＞
「課税資料が還付申告・省略申告のみ対象者」について、
単に「還付申告・省略申告」しか申告のない納税義務者を
抽出すればよいのか、その他に条件があるのかを確認しま
す。

内部 147 併用徴収候補者確認リスト
本人の徴収希望がなく前年度の徴収方法が併用
徴収でなく給与所得以外の所得がある特別徴収
となっている対象者について出力するリスト

実装すべ
き

実装すべ
き

— ②現状の対応状況９社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）４社
理由未記載５社

③2025年までの実装
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」
△製品E「既存ユーザから要望が無いため、優先度は低くなります。」
△製品K「他社の申告支援システムの機能と組合せて充足する方針」

APPLICからの疑義事項No.55
弊社システムには当該帳票はなくこれまで弊
社お客様から要望がなく実装すべき帳票とし
て求められておらず過剰な要件であると思わ
れるため実装してもしなくても良い帳票に移
動するように検討をお願いします。

―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

【疑義事項】
回答のみで対応済みです。
「弊社」とされていますが、APPLICとしての見解のご提示
をお願いできればと存じます。
頂戴したご意見については、実現性評価の内容も踏まえ検
討いたします。
※実現性評価の確認結果については上記の通りです。

内部 148 専従者控除額チェックリスト
専従者情報の自動更新処理の結果として、専従
者控除額や専従者区分及び専従者人数の確認を
行うためのリスト

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

—

内部 149 指定番号事前確認リスト

給与支払報告書又は公的年金等支払報告書取込
時に，報告書に記載されている指定番号と登録
済みの指定番号で突合できない事業所のリスト
資料登録処理に併せて出力する

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

—

内部 150 徴収区分チェックリスト１
新年度の徴収区分が特別徴収又は併用徴収の対
象者のうち、現年度で変更月が５月で退職又は
一括徴収の処理がされている対象のリスト

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

— APPLICからの疑義事項No.164
要件に該当する帳票がない場合、新たに作成
することとなりますが、帳票のタイトルは
「徴収区分チェックリスト１」で良いので
しょうか？帳票のタイトルから機能がイメー
ジできません。
「徴収区分チェックリスト７」まで同様。

検討対象

帳票の用途は「帳票概要」欄に整理されており、新年度の
徴収区分の確認に係る関連帳票が明示的であるため、現在
の帳票名称のままでも問題ないと考えています。

＜確認事項＞
上記のとおり、帳票名称の修正はしないものと考えており
ますが、帳票の取り違えや帳票用途の誤解といった業務に
支障が出る懸念があればご教示ください。
また、可能であれば具体的な帳票名称の修正案も併せてご
回答をお願いいたします。

内部 151 徴収区分チェックリスト２
新年度の徴収区分が普通徴収となっている対象
者のうち、現年度で普通徴収から特別徴収への
切替処理がされている対象のリスト

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

— APPLICからの疑義事項No.164
要件に該当する帳票がない場合、新たに作成
することとなりますが、帳票のタイトルは
「徴収区分チェックリスト１」で良いので
しょうか？帳票のタイトルから機能がイメー
ジできません。
「徴収区分チェックリスト７」まで同様。

検討対象

帳票の用途は「帳票概要」欄に整理されており、新年度の
徴収区分の確認に係る関連帳票が明示的であるため、現在
の帳票名称のままでも問題ないと考えています。

＜確認事項＞
上記のとおり、帳票名称の修正はしないものと考えており
ますが、帳票の取り違えや帳票用途の誤解といった業務に
支障が出る懸念があればご教示ください。
また、可能であれば具体的な帳票名称の修正案も併せてご
回答をお願いいたします。

内部 152 徴収区分チェックリスト３

現年度で退職又は一括徴収の処理により普通徴
収となっており、新年度も２か年処理で普通徴
収となったもののうち、対象事業所からの給与
支払報告書データに退職日・乙欄区分・取消区
分等がない対象のリスト

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

— APPLICからの疑義事項No.164
要件に該当する帳票がない場合、新たに作成
することとなりますが、帳票のタイトルは
「徴収区分チェックリスト１」で良いので
しょうか？帳票のタイトルから機能がイメー
ジできません。
「徴収区分チェックリスト７」まで同様。

検討対象

帳票の用途は「帳票概要」欄に整理されており、新年度の
徴収区分の確認に係る関連帳票が明示的であるため、現在
の帳票名称のままでも問題ないと考えています。

＜確認事項＞
上記のとおり、帳票名称の修正はしないものと考えており
ますが、帳票の取り違えや帳票用途の誤解といった業務に
支障が出る懸念があればご教示ください。
また、可能であれば具体的な帳票名称の修正案も併せてご
回答をお願いいたします。
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利用
区分
内/外

※ご意見・疑義事項等がある場合にはこちらの列にてご記入く

ださい。
帳票概要（帳票の用途） 主な出力条件

用紙サイズ
（外部帳票）

通常版
限定機
能版
（仮

要件の考え方・理由備考
代替可否

（内部帳票）
No.

用紙
（外部帳票）

帳票名称

【実現性評価】
事業者からの回答集約

(※主だった意見でないものは省略しております。)

【APPLICからの疑義事項】
その他の検討すべき情報

【帳票WT　対応方針】【検討分類】

内部 153 徴収区分チェックリスト４
新年度の徴収区分が普通徴収となっている対象
者のうち、現年度が転勤処理により特別徴収と
なっている対象のリスト

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

— APPLICからの疑義事項No.164
要件に該当する帳票がない場合、新たに作成
することとなりますが、帳票のタイトルは
「徴収区分チェックリスト１」で良いので
しょうか？帳票のタイトルから機能がイメー
ジできません。
「徴収区分チェックリスト７」まで同様。

検討対象

帳票の用途は「帳票概要」欄に整理されており、新年度の
徴収区分の確認に係る関連帳票が明示的であるため、現在
の帳票名称のままでも問題ないと考えています。

＜確認事項＞
上記のとおり、帳票名称の修正はしないものと考えており
ますが、帳票の取り違えや帳票用途の誤解といった業務に
支障が出る懸念があればご教示ください。
また、可能であれば具体的な帳票名称の修正案も併せてご
回答をお願いいたします。

内部 154 徴収区分チェックリスト５

名寄せにより現年度と新年度で別番号に賦課
データができているもののうち、現年度で徴収
区分の変更に係る処理を行った履歴のある対象
のリスト

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

— APPLICからの疑義事項No.164
要件に該当する帳票がない場合、新たに作成
することとなりますが、帳票のタイトルは
「徴収区分チェックリスト１」で良いので
しょうか？帳票のタイトルから機能がイメー
ジできません。
「徴収区分チェックリスト７」まで同様。

APPLICからの疑義事項No.165
「別番号」の番号とは、事業所の指定番号と
考えて問題ないでしょうか？

検討対象

（No.164）帳票の用途は「帳票概要」欄に整理されてお
り、新年度の徴収区分の確認に係る関連帳票が明示的であ
るため、現在の帳票名称のままでも問題ないと考えていま
す。

＜確認事項＞
上記のとおり、帳票名称の修正はしないものと考えており
ますが、帳票の取り違えや帳票用途の誤解といった業務に
支障が出る懸念があればご教示ください。
また、可能であれば具体的な帳票名称の修正案も併せてご
回答をお願いいたします。

（No.165）以下の修正案のとおり、表現を修正します。
＜修正案＞
同一人物の関連付けにより現年度と新年度で宛名番号等の
個人の特定に使用する番号が異なる番号で賦課データがで
きているもののうち、現年度で徴収区分の変更に係る処理
を行った履歴のある対象のリスト

内部 155 徴収区分チェックリスト６
新年度で２か年処理の対象となったもののう
ち、現年度に課税取消処理の履歴がある対象の
リスト

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

— APPLICからの疑義事項No.164
要件に該当する帳票がない場合、新たに作成
することとなりますが、帳票のタイトルは
「徴収区分チェックリスト１」で良いので
しょうか？帳票のタイトルから機能がイメー
ジできません。
「徴収区分チェックリスト７」まで同様。

検討対象

帳票の用途は「帳票概要」欄に整理されており、新年度の
徴収区分の確認に係る関連帳票が明示的であるため、現在
の帳票名称のままでも問題ないと考えています。

＜確認事項＞
上記のとおり、帳票名称の修正はしないものと考えており
ますが、帳票の取り違えや帳票用途の誤解といった業務に
支障が出る懸念があればご教示ください。
また、可能であれば具体的な帳票名称の修正案も併せてご
回答をお願いいたします。

内部 156 徴収区分チェックリスト７

現年度に退職以外で普通徴収に切り替えたもの
のうち、新年度の徴収区分が２か年処理により
普通徴収となっており、当該事業所の給与支払
報告書データに退職・乙欄・普通徴収区分がな
い対象のリスト

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

— APPLICからの疑義事項No.164
要件に該当する帳票がない場合、新たに作成
することとなりますが、帳票のタイトルは
「徴収区分チェックリスト１」で良いので
しょうか？帳票のタイトルから機能がイメー
ジできません。
「徴収区分チェックリスト７」まで同様。

検討対象

帳票の用途は「帳票概要」欄に整理されており、新年度の
徴収区分の確認に係る関連帳票が明示的であるため、現在
の帳票名称のままでも問題ないと考えています。

＜確認事項＞
上記のとおり、帳票名称の修正はしないものと考えており
ますが、帳票の取り違えや帳票用途の誤解といった業務に
支障が出る懸念があればご教示ください。
また、可能であれば具体的な帳票名称の修正案も併せてご
回答をお願いいたします。

外部 157 減免決定通知書 減免が決定した納税義務者宛に送付する
実装すべ

き
実装すべ

き
汎用紙

本帳票については、印字項目・レイアウト策定の要否を含めて検討中。 ②現状の対応状況１０社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）５社
・製品F「決められた文面を手動発行する対応であれば可能」
理由未記載５社

③2025年までの実装
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」
△製品E「既存ユーザから要望が無いため、優先度は低くなります。」
△製品F「標準化仕様の決定を踏まえ対応を検討予定」

APPLICからの疑義事項No.56
弊社システムには当該帳票はなくこれまで弊
社お客様から要望がなく実装すべき帳票とし
て求められておらず過剰な要件であると思わ
れるため実装してもしなくても良い帳票に移
動するように検討をお願いします。

―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

【疑義事項】
回答のみで対応済みです。
「弊社」とされていますが、APPLICとしての見解のご提示
をお願いできればと存じます。
頂戴したご意見については、実現性評価の内容も踏まえ検
討いたします。
※実現性評価の確認結果については上記の通りです。

内部 158 併用徴収確認リスト
併用徴収ありで確定申告書と住民税申告書の両
方を申告している対象を出力したリスト

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

—

内部 159 申告特例データのみリスト
申告特例のデータが送信されてきたが、課税
データがない対象のリスト

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

—

内部 160 納入額不一致通知書
課税額及び収納調定額が不一致となっている事
業所宛に送付する

実装すべ
き

実装すべ
き

— ②現状の対応状況１０社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）５社
・製品F「課税と収納の調定額が不一致の事業所に通知を送付する運用を想定していないため」
理由未記載５社

③2025年までの実装
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」
△製品E「既存ユーザから要望が無いため、優先度は低くなります。」
✕製品F「課税と収納の調定額が不一致の事業所に通知を送付する運用を想定していないため」

製品Fへの回答は、APPLICからの疑義事項
No.176で以下のとおり回答済み。
『異動届の未提出や過納であるかといった状
況を事業所に確認することを目的とした通知
書として要件化しています。』

APPLICからの疑義事項No.57
弊社システムには当該帳票はなくこれまで弊
社お客様から要望がなく実装すべき帳票とし
て求められておらず過剰な要件であると思わ
れるため実装してもしなくても良い帳票に移
動するように検討をお願いします。

APPLICからの疑義事項No.80
利用区分が内部となっていますが、事業所宛
に送付する帳票のため、外部の誤りではない
でしょうか。

報告

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

【疑義事項】
（No.57）回答のみで対応済みです。
「弊社」とされていますが、APPLICとしての見解のご提示
をお願いできればと存じます。
頂戴したご意見については、実現性評価の内容も踏まえ検
討いたします。
※実現性評価の確認結果については上記の通りです。

（No.58）
利用区分を修正します。

内部 161 中間サーバー一括照会用リスト
他団体に居住の被扶養者の所得照会を行うため
の、CSVデータ

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

—

内部 162 資料回送一覧リスト
資料回送一覧のリスト
宛名番号、資料番号、資料区分、生年月日、氏
名、氏名（フリガナ）及び回送先住所を出力

実装すべ
き

実装すべ
き

— ②現状の対応状況６社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）４社
・製品A「国税連携以外未対応。」
理由未記載２社

③2025年までの実装
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」
△製品K「他社の申告支援システムの機能と組合せて充足する方針」

APPLICからの疑義事項No.58
弊社システムには当該帳票はなくこれまで弊
社お客様から要望がなく実装すべき帳票とし
て求められておらず過剰な要件であると思わ
れるため実装してもしなくても良い帳票に移
動するように検討をお願いします。

―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

【疑義事項】
回答のみで対応済みです。
「弊社」とされていますが、APPLICとしての見解のご提示
をお願いできればと存じます。
頂戴したご意見については、実現性評価の内容も踏まえ検
討いたします。
※実現性評価の確認結果については上記の通りです。

内部 163 還付・省略申告１枚の確認リスト
合算の結果、所得控除の内訳を記載省略してい
る申告書が１枚しか存在しなかった場合の確認
用リスト

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

— APPLICからの疑義事項No.100
帳票要件「No.146　還付省略申告一枚のみリ
スト」と同じ帳票ではないでしょうか。 報告

APPLICご指摘を踏まえ、No.146に統合します（本帳票を
削除）

内部 164 個人未特定リスト 納税義務者と紐づかなかった課税資料のリスト
実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

—

内部 165 徴収先アンマッチリスト（関連宛名分）
関連元及び関連先で徴収区分に変更があった者
のリスト

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

— APPLICからの疑義事項No.166
いいで言う「関連元及び関連先」は事業所で
しょうか？抽出条件や用途が理解できませ
ん。具体的な例を挙げて標準仕様書に記載し
て頂きたい。

検討対象

以下の修正案の通り表現を修正します。
＜修正案＞
新年度徴収区分について、就職や退職が同一人物の関連付
けの関連先に反映されているかを確認するためのリスト
関連元と関連先で徴収区分に変更があった者のリスト

＜確認事項＞
本帳票を154の帳票と統合（本帳票の削除）が可能かを確認
します。
削除可能な場合は上記修正案も考慮して帳票概要を修正し
ます。

内部 166 年金対象者特定警告リスト（前年対象者
比較）

年金特別徴収継続者で前年度と年金保険者・年
金種類が異なる者のリスト

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

—
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利用
区分
内/外

※ご意見・疑義事項等がある場合にはこちらの列にてご記入く

ださい。
帳票概要（帳票の用途） 主な出力条件

用紙サイズ
（外部帳票）

通常版
限定機
能版
（仮

要件の考え方・理由備考
代替可否

（内部帳票）
No.

用紙
（外部帳票）

帳票名称

【実現性評価】
事業者からの回答集約

(※主だった意見でないものは省略しております。)

【APPLICからの疑義事項】
その他の検討すべき情報

【帳票WT　対応方針】【検討分類】

内部 167 相続人・納税管理人チェックリスト
相続人及び納税管理人の設定調査用の死亡者・
転出者の確認リスト

実装すべ
き

実装すべ
き

— ③2025年までの実装

内部 168 特別徴収通知書及び納入書発送者リスト
特別徴収税額決定通知書、特別徴収税額変更通
知書及び特別徴収納入書の発行者のリスト

実装すべ
き

実装すべ
き

EUCで代替可

—

内部 169 年金特別徴収仮徴収中止発送者一覧
仮徴収の停止を納税義務者に対して通知する書
面の発送者のリスト

実装すべ
き

実装すべ
き

— ②現状の対応状況６社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）２社
・製品A「国税連携以外未対応。」
理由未記載４社

③2025年までの実装
✕製品E「既存ユーザから要望が無いため、優先度は低くなります。」

―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

内部 170 年金特別徴収対象者突合結果一覧
00通知と基幹システムで保有する宛名情報を突
合した際に、該当宛名を特定できなかった者を
抽出

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

—

内部 171 基礎年金番号前年不一致リスト
基礎年金番号の不一致を調査する為の資料
前年・現年の基礎年金番号のマッチングを行
い、一致しないもののリストを出力する

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

— APPLICからの疑義事項No.167
ここで言う「基礎年金番号」は、基本情報で
しょうか、課税資料でしょうか？なお、年金
特徴情報交換においては「整理番号１」とさ
れており、「基礎年金番号」として使用して
はいけないと認識しております。

保留

保留

内部 172 合算チェックリスト（特別徴収正常分）

資料合算結果が、併用徴収を特別徴収のみにす
るものを優先的に確認する為の資料
優先資料が給与支払報告書・公的年金等支払報
告書以外で、課税資料に給与支払報告書があ
り、普通徴収希望、退職及び乙欄のいずれにも
該当しない場合（退職除外、前職除外は除
く）、資料併合結果を確認するため、所得等の
資料内容を印字する

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

代替不可

— APPLICからの疑義事項No.168
合算の条件や抽出条件が理解できません。具
体的な例を挙げて標準仕様書に記載して頂き
たい。
173,174も同様。

保留

保留

内部 173 合算チェックリスト(給与支払報告書・
公的年金等支払報告書正常分)

資料合算結果を確認する為の資料
優先資料が給与支払報告書・公的年金等支払報
告書の資料合算結果で該当するデータの正常分
を確認するため、所得等の資料内容を印字する

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

代替不可

—

内部 174 合算チェックリスト（普通徴収締め正常
分）

資料合算結果を確認する為の資料
優先資料が給与支払報告書・公的年金等支払報
告書以外で、特別徴収正常分に該当しない資料
併合結果を確認するため、所得等の資料内容を
印字する

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

代替不可

—

内部 175 充当対象者異動リスト

充当対象者の異動内容を把握する為の資料
充当対象者の異動情報を確認する為、課税情
報・充当情報を一覧形式に印字する
異動後の徴収区分により振分けを行う（特別徴
収分、普通徴収及び併用徴収分）

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

—

内部 176 利用届出情報一覧
正しい市区町村コードの入力を徹底するため
に、利用届出情報（納税者ＩＤ及び宛名番号な
ど）を抽出する

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

—

内部 177 給与支払報告書総括表（イメージ）
eLTAXで電子的に提出された課税資料情報を基
に作成した、給与支払報告書総括表のイメージ
データ

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

—

内部 178 申告先税目更新結果リスト

eLTAXの利用届の処理において、審査システム
で課税番号を登録し、日時処理により住民税シ
ステムに納税者IDが自動連携した対象や、納税
者IDにおける利用税目削除があった場合等の対
象を処理結果とともに把握するリスト

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

—

外部 179 減免不許可通知書
減免の不許可を決定した納税義務者宛に送付す
る

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

汎用紙

納税通知書に記載せず、個別の帳票としている場合で、システムから帳票を出力する運用で必要と
なる。

内部 180 減免決裁伺い書
減免を決定した対象者を抽出した、内部決裁用
の帳票

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

—

内部 181 配当・寄附金調査リスト
配当所得があるもの及び寄附金控除があるもの
の一覧表
税務署調査のために利用する

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

—

外部 182 給与支払報告書提出催告状
特別徴収義務者に総括表を送付した後、給与支
払報告書が提出されなかった場合に送付する催
告状

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

汎用紙

—

内部 183 特別徴収封入封緘委託件数表

特別徴収税額通知書について封入封緘を業者委
託するため，特別徴収義務者毎の税額通知書
（特別徴収義務者用及び納税義務者用別）の枚
数を記載したもの

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

— APPLICからの疑義事項No.101
帳票ではなく、EUCで代替可とならないでしょ
うか。

検討対象

【確認事項】
EUCでの代替が可能かを確認します。

内部 184 通知書等出力一覧
納税通知書等の発送物全般について、帳票出力
時に出力内容を一覧にしたもの

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

— 本帳票184「通知書等出力一覧」は、何を対象
としたどのような帳票でしょうか。

検討対象

＜確認事項＞
以下のリストの他に一覧化が必要な帳票があるかを確認い
たします。
＜発送関係のリスト＞
6：総括表発送対象リスト
7：総括表発送済リスト
16：申告書発送対象者リスト
17：申告書発送者リスト
48：納税通知書発送者リスト
63：294-3通知発送者リスト
78：催告用住民税申告書発送者リスト
94：配当割額・株式等譲渡所得割額　充当額通知書発送者
リスト
96：配当割額・株式等譲渡所得割額　還付額通知書発送者
リスト
168：特別徴収通知書及び納入書発送者リスト
169：年金特別徴収仮徴収中止発送者一覧

内部 185 特別徴収義務者宛名変更リスト
特別徴収義務者情報が存在する事業所の宛名情
報に変更が有った場合の確認リスト

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

—

内部 186 給与支払報告書未提出特別徴収義務者調
査書

催告状発送後も給与支払報告書の提出のない給
与支払報告書提出義務者に対して、調査（電話
催告、戸別収集等）を行っていく際に使用する
帳票

＜出力項目＞
・対象者の情報（所在地、名称、送達先、業種、税理士、給与支払報告
書種類、本支店区分及び過去３年間の提出状況）
・調査情報の記載欄（調査内容/、処理経過/及び決裁欄）

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

EUCの場合は記載欄の項目は出力不要
とする

EUCでの出力については、差し込み印刷で調査用の資料を作成する運用を想定している。
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利用
区分
内/外

※ご意見・疑義事項等がある場合にはこちらの列にてご記入く

ださい。
帳票概要（帳票の用途） 主な出力条件

用紙サイズ
（外部帳票）

通常版
限定機
能版
（仮

要件の考え方・理由備考
代替可否

（内部帳票）
No.

用紙
（外部帳票）

帳票名称

【実現性評価】
事業者からの回答集約

(※主だった意見でないものは省略しております。)

【APPLICからの疑義事項】
その他の検討すべき情報

【帳票WT　対応方針】【検討分類】

内部 187 二重課税対象者チェックリスト

関連宛名を設定をしたことにより、関連元・関
連先ともに課税資料が登録されているのを抽出
事業所・家屋敷課税分を除き、住民登録者と住
登外登録者の双方で課税資料が登録され、二重
課税となるものを確認するためのリスト

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

—

内部 188 電子給与支払報告書（削除設定分）デー
タ抽出

eLTAXで提出された電子給与支払報告書のファ
イルを取り込み作成した、給与支払報告情報の
一括更新用データのうち取込不要（重複登録
等）分の設定を手動でした対象を出力したリス
ト

＜実装すべき出力条件＞
・国税連携支援システムで設定した処理日
・一括更新用データを作成処理した日

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

— APPLICからの疑義事項No.81
帳票要件No188は実装してもしなくても良い機
能として記載されていますが、機能要件
1.4.18は実装すべき機能として記載されてお
り、帳票要件と機能要件で不整合が発生して
います。

報告

機能要件に合わせ、帳票要件を修正します。

内部 189 更正連絡票（給与支払報告書・公的年金
等支払報告書分）

資料情報のエラーを修正する為の資料として利
用するための個票
バッチ処理にて登録された資料情報のうち、各
項目又は項目間で不整合があった内容や注意す
べき内容をエラーメッセージ又は警告メッセー
ジとして出力する

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

EUCの場合は記載欄の項目は出力不要
とする

EUCでの出力については、差し込み印刷で確認用の資料を作成する運用を想定している。

内部 190 連絡不可（確定申告）データ抽出

連絡不可（取消）データ（確定申告書の取込区
分が4・9であるもの）を受信した場合に、その
元となった確定申告書（e-Tax）に基づいて課
税等を行っていないか確認するためのリスト
連絡不可（取消）データの受付番号と取込済み
の確定申告書の受付番号でマッチングを行い、
出力する

＜出力項目＞
・連絡不可（取消）データの受付番号
・局署整理番号
・利用者識別番号
・基幹系システムに取り込んだ確定申告書の資料番号
・宛名番号
・資料廃止理由

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

—

内部 191 受給者番号一括変換義務者一覧

特別徴収義務者から提出される異動データ（受
給者番号欄に記載した所属情報の変更）を取り
込み、登録済みの受給者番号を更新した結果の
リスト

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

—

内部 192 総括表発送希望設定確認リスト

電子データ給与支払報告書（OCR・パンチ・申
告支援システムデータ）による申告情報を取り
込んだ事業者の内、総括表の発送希望が発送停
止で登録されているもののリスト

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

—

内部 193 納期特例取消該当者リスト

現在納期特例が適用されている義務者につい
て、納期特例の対象から除外すべきもの（法令
要件に該当しないもの）を抽出したリスト
納期特例事業所について、下記アからウいずれ
かに該当するものを出力する
ア 処理年度の受給者総人員が10人以上のもの
イ いずれかの月の課税人員が10人以上のもの
ウ 納期限経過後（未納分）があるもの

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

—

内部 194 宛名異動者リスト（引抜き用）
通知書等の送付物の一括出力後に、宛名に異動
があったものを抽出し、実際の送付前に引き抜
くためのリスト

＜実装すべき出力条件＞
・対象帳票
・異動登録日

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

—

内部 195 課税資料別一覧表 各年度に入力された課税資料の集計表

＜実装すべき出力条件＞
・課税年度
・調定年度
＜出力項目＞
・課税資料別の登録件数（課税者、非課税者、町別及び全件）

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

—

内部 196 寄附金税額控除に係る申告特例通知書
寄附金税額控除に係る申告特例通知書をイメー
ジ化して出力する

＜実装すべき出力条件＞
・個人未特定

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

納税者への説明や通知内容の確認時に印刷して利用する運用を想定している。 要件の考え方・理由の内容を確認しますと、
抽出条件は個人未特定でよろしいでしょう
か。
個人未特定も含めて出力できることという意
味でしょうか。

報告

主な出力条件の記載を削除します。
（申告特例通知の登録がある全てが対象となるため。）

内部 197 事業所別受給者別調定額確認リスト
事業所の各月の従業員ごとの月別の調定額を確
認するためのリスト

＜実装すべき出力条件＞
・特別徴収義務者指定番号
・従業員数（○人以上又は以下、範囲で指定）

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

従業員の多い事業所等の特定の事業所の各月の従業員ごとの調定額を一覧形式で抽出し、従業員ご
との給与からの引き去り額と調定額の比較確認を行うために利用する運用を想定している。

内部 198 所得照会対象者リスト
情報提供ネットワークシステムにおいて遠隔地
被扶養者や事業所・家屋敷課税者の所得照会を
行う対象者について出力したリスト

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

—

内部 199 納税通知書出力明細書 納税通知書の出力件数の集計表

＜出力項目＞
・納税通知書出力件数（過年度、例月処理分、当初分、一般、口座振替
及び年金特別徴収分）
・賦課地住所と現住所が異なる者
・２号課税
・普通徴収切替分
・非ＭＴ分金融機関通知分
・納税通知書出力件数（課税区別）

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

—

内部 200 特別徴収義務者別異動一覧表

納税義務者の各月の徴収額が変更となった場合
に出力する、特別徴収義務者ごとの異動があっ
た納税義務者の一覧表
特別徴収義務者別に異動のあった個人の情報の
みを出力する

＜実装すべき出力条件＞
・氏名
・かな氏名
・生年月日
・事業所内一連番号（特別徴収税額通知に印字するため自動採番される
事業所内個人の通し番号）
・受給者番号（事業所から提出される給与支払報告書等に記載されてい
る受給者番号）
・月割額（登録されている月割額を、月を指定して抽出する）
・年税額
・個人番号

＜実装してもしなくても良い出力条件＞
・異動年月日（バッチ処理日ごとに異動があった人の抽出が可能）
・異動事由
・入力日（範囲指定可能）
・月次処理ごとの更新対象者

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

—

内部 201 扶養重複確認用リスト
同一世帯内や世帯相互間の扶養重複を確認する
際のリスト

実装すべ
き

実装すべ
き

— ②現状の対応状況８社未対応
帳票要件に未対応（現在の運用なし）３社
理由未記載５社

③2025年までの実装
△製品C「これまで弊社お客様から要望がなく実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると考えら
れるため。」

APPLICからの疑義事項No.59
弊社システムには当該帳票はなくこれまで弊
社お客様から要望がなく実装すべき帳票とし
て求められておらず過剰な要件であると思わ
れるため実装してもしなくても良い帳票に移
動するように検討をお願いします。

―

本帳票要件のニーズについては、これまでのWTで確認でき
たために現在の定義に至ります。
これを踏まえて、現時点で未対応の事業者についても2025
年までの実装は概ね対応可能として回答されているため、
本要件は変更無しとします。

【疑義事項】
回答のみで対応済みです。
「弊社」とされていますが、APPLICとしての見解のご提示
をお願いできればと存じます。
頂戴したご意見については、実現性評価の内容も踏まえ検
討いたします。
※実現性評価の確認結果については上記の通りです。

外部 202 給与支払報告書（個人別明細書）
特別徴収義務者に対して、当初課税前に送付す
る個人別明細書の様式

＜実装してもしなくても良い出力条件＞
・給与支払報告書（個人別明細書）の発送希望

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

専用紙

—

外部 203 調査書（催告書）
未申告案内等を送付してもなお未申告のものに
対し送付する文書

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

汎用紙

—

外部 204 相続人代表者指定通知書 相続人代表者を指定したことの通知文書
＜実装すべき出力条件＞
・相続人代表者の設定後に初めて税額を通知する者

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

汎用紙

—

内部 205 電子申告乙欄給与支払報告書一覧

摘要等の登録内容から資料情報を修正するため
に、電子（eLTAX・媒体）で提出された給与支
払報告書データから乙欄給与支払報告書に係る
情報を抽出する

＜実装してもしなくても良い出力条件＞
・「乙欄」の設定
・「普通徴収区分」の設定
・「摘要欄」の任意の文言（特別徴収/国外/外国/海外/非居住/出国/丙
欄/普通徴収/退職日）
・「国外住所表示」の設定
・「条約免除」の設定
・「就退区分」の設定

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

— APPLICからの疑義事項No.82
帳票要件No205～209について、実装してもし
なくても良い出力条件として6点記載されてい
ますが、対応帳票の条件のみ記載する方が良
いのではないでしょうか。

報告

本帳票に該当する条件のみに修正します。
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利用
区分
内/外

※ご意見・疑義事項等がある場合にはこちらの列にてご記入く

ださい。
帳票概要（帳票の用途） 主な出力条件

用紙サイズ
（外部帳票）

通常版
限定機
能版
（仮

要件の考え方・理由備考
代替可否

（内部帳票）
No.

用紙
（外部帳票）

帳票名称

【実現性評価】
事業者からの回答集約

(※主だった意見でないものは省略しております。)

【APPLICからの疑義事項】
その他の検討すべき情報

【帳票WT　対応方針】【検討分類】

内部 206 電子申告国外住所一覧

摘要等の登録内容から資料情報を修正するため
に、電子（eLTAX・媒体）で提出された給与支
払報告書データから国外住所に係る情報を抽出
する

＜実装すべき出力条件＞
・「乙欄」の設定
・「普通徴収区分」の設定
・「摘要欄」の任意の文言（特別徴収/国外/外国/海外/非居住/出国/丙
欄/普通徴収/退職日）
・「国外住所表示」の設定
・「条約免除」の設定
・「就退区分」の設定

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

— APPLICからの疑義事項No.82
帳票要件No205～209について、実装してもし
なくても良い出力条件として6点記載されてい
ますが、対応帳票の条件のみ記載する方が良
いのではないでしょうか。

報告

本帳票に該当する条件のみに修正します。

内部 207 電子申告出国一覧
摘要等の登録内容から資料情報を修正するため
に、電子（eLTAX・媒体）で提出された給与支
払報告書データから出国に係る情報を抽出する

＜実装すべき出力条件＞
・「乙欄」の設定
・「普通徴収区分」の設定
・「摘要欄」の任意の文言（特別徴収/国外/外国/海外/非居住/出国/丙
欄/普通徴収/退職日）
・「国外住所表示」の設定
・「条約免除」の設定
・「就退区分」の設定

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

— APPLICからの疑義事項No.82
帳票要件No205～209について、実装してもし
なくても良い出力条件として6点記載されてい
ますが、対応帳票の条件のみ記載する方が良
いのではないでしょうか。

報告

本帳票に該当する条件のみに修正します。

内部 208 電子申告条約免除一覧

摘要等の登録内容から資料情報を修正するため
に、電子（eLTAX・媒体）で提出された給与支
払報告書データから条約免除に係る情報を抽出
する

＜実装すべき出力条件＞
・「乙欄」の設定
・「普通徴収区分」の設定
・「摘要欄」の任意の文言（特別徴収/国外/外国/海外/非居住/出国/丙
欄/普通徴収/退職日）
・「国外住所表示」の設定
・「条約免除」の設定
・「就退区分」の設定

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

— APPLICからの疑義事項No.82
帳票要件No205～209について、実装してもし
なくても良い出力条件として6点記載されてい
ますが、対応帳票の条件のみ記載する方が良
いのではないでしょうか。

報告

本帳票に該当する条件のみに修正します。

内部 209 電子申告退職一覧
摘要等の登録内容から資料情報を修正するため
に、電子（eLTAX・媒体）で提出された給与支
払報告書データから退職に係る情報を抽出する

＜実装すべき出力条件＞
・「乙欄」の設定
・「普通徴収区分」の設定
・「摘要欄」の任意の文言（特別徴収/国外/外国/海外/非居住/出国/丙
欄/普通徴収/退職日）
・「国外住所表示」の設定
・「条約免除」の設定
・「就退区分」の設定

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

— APPLICからの疑義事項No.82
帳票要件No205～209について、実装してもし
なくても良い出力条件として6点記載されてい
ますが、対応帳票の条件のみ記載する方が良
いのではないでしょうか。

報告

本帳票に該当する条件のみに修正します。

内部 210 市町村課税状況等の調 個人住民税に関する調を作成するための様式
実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

—

報告

【全体調整中】
標準仕様書第1.0版の改訂において、以下の要件を追加する
ことを検討中です。（以下は現時点案です。）

「（５）都道府県への報告等に係る要件
本仕様書においては、「地方交付税に関する調」や「市町
村の課税状況に関する調」、「固定資産の価格等の概要調
書」など、国の行政機関や都道府県が行う調査・報告に係
る各種機能や帳票については、標準化の対象外とする。こ
の場合、パッケージシステムの機能や帳票として提供する
ことが可能であるほか、パッケージシステムで提供されな
い場合は、外付けツール等（EUCを含む。）により対応する
ことを想定している。」

これに伴い、以下の類の帳票は標準化の対象外との整理に
なります。
①市町村の課税状況に関する調
②固定資産の価格等の概要調書
③地方交付税に関する調
④個人住民税調定額報告書

したがって、左記の帳票要件は標準仕様書から削除といた
します。

内部 211 住宅借入金等特別税額控除集計表 住宅借入金等特別税額控除の集計表
実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

—

内部 212 住宅借入金等特別税額控除異動者一覧
(特別徴収・普通徴収）

住宅借入金等特別税額控除した異動者の一覧
特別徴収分及び普通徴収分をそれぞれ集計する

実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

—

内部 213 徴収取扱費交付金算定資料 徴収取扱費交付金算定用の資料
実装して
もしなく
ても良い

実装して
もしなく
ても良い

EUCで代替可

—

報告

帳票要件No.210と同様の理由から、左記の帳票要件は標準
仕様書から削除といたします。
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